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第 1 章 北広島市教育振興基本計画（2021-2030）中間年度の 

見直しについて 

１ 北広島市教育振興基本計画（2021-2030）について 

国は、平成 30年（2018 年）6月に教育の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図

るため、教育の振興に関する基本的な方針及び講ずべき施策その他必要な事項について「教

育振興基本計画」を定めました。 

本市においては、令和 3年度から令和 12年度までを計画期間とする北広島市総合計画にお

ける基本目標「学び合い心を育むまち」に基づき、これまでの基本理念や基本姿勢を踏まえ、

新たな北広島市の教育についての基本的な方向を示し着実に推進するための、個別・具体の

施策について体系的に整理し、本市がめざす教育の推進を目的に策定しました。 

北広島市教育振興基本計画（2021-2030）は、令和 3年度から令和 12 年度までの 10 年間を

計画期間としています。 

この計画については、前期 5年間（令和 3年度から令和 7年度まで）、後期 5年間（令和 8

年度から令和 12年度まで）として、教育を取り巻く情勢や社会経済環境の変化などに柔軟に

対応し見直しができる計画としています。 

 また、この計画に基づき、基本目標の実現に向けた具体的な事業は、教育推進計画で示し

ます。教育推進計画の計画期間は 3 年間とし、毎年施策の点検評価を行い、その推進状況を

広く情報提供するとともに、市の総合計画（第 6 次）における推進計画と整合性を図りなが

ら、社会状況の変化や時代の要請、国・道の動向を踏まえて、毎年度策定しています。 

 

２ 計画見直しの考え方 

北広島市教育振興基本計画（2021-2030）の策定から 5年が経過します。 

この間に国は、第 4 期の「教育振興基本計画（令和 5 年度～令和 9 年度）」を閣議決定し、

5つの基本的な方針を示しています。 

こうしたことから、計画後期を迎えるに当たり、中間年度の見直しとして、現行の計画の

うち、本市の教育理念や目標といった根幹部分は堅持し、教育の動向や基本的な方向を示し

ている施策等について、必要な修正等を行います。 
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３ 計画見直しの視点 

北広島市教育振興基本計画（2021-2030）中間年度の見直しに当たっては、教育を取り巻く

情勢や社会経済環境の変化などに柔軟に対応するため、次の視点により、内容の修正や追加、

削除、統合、組み替えなどを行います。 

（１）国及び北海道の動向 

（２）新たに発生・顕在化した課題や子どもを取り巻く教育環境の変化 

（３）これまで推進してきた施策（事業）で見直しを図るべき事項 

（４）スポーツ部門の市長部局移管に伴い見直しを図るべき事項 

 

４ 計画見直しの手法 

（１）「北広島市教育振興基本計画（2021-2030）中間年度の見直しに関する成果と課題報告

書」の作成 

前期計画での各施策による成果と課題を評価検証して、現況と課題、基本的方向、施策を

点検し、必要箇所の修正等を行います。 

教育施策審議会において、見直しに対する意見や助言を得て、検証を行います。 

（２）「北広島市教育振興基本計画（2021-2030）中間年度見直し版」の作成 

点検・見直しによる修正等を見直し版で整理します。 

教育施策審議会において、見直しに対する意見や助言を得て、検証を行います。 

市議会への報告及び市ホームページで公開します。 

 

５ 計画見直しによる主な変更点 

令和 6年度からスポーツ部門が経済部へ移管されたことに伴い、北広島市総合計画第 2章

第 5節『スポーツの振興』が「教育・文化」から移動となることから、北広島市教育振興基

本計画政策 5『スポーツ活動の推進』及び施策 16～18 は削除し、政策 6及び施策 19 以降は

順次繰り上げを行います。このことに伴い、政策『スポーツ活動の推進』における教育部所

管推進計画事業である「学校施設（体育館）開放事業」及び「地域運動部活動推進事業」、

「住民プール改修事業」については、関連する施策に移動します。 

 また、北広島市総合計画第 2章第 2節『学校教育環境の整備』に施策 4「教育機会の確

保」が追加されたことに伴い、北広島市教育振興基本計画政策 2『信頼され、魅力ある学校

づくりの推進』に施策 10「教育機会の確保」を追加し、以降施策は順次繰り下げを行いま

す。このことにより、施策 10 に施策 8の「教育支援等事業」を分離して、追加します。 
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第 2 章 学び合い心を育むまち

第 1 節 学校教育活動の充実 政策 1 「生きる力」を育む学校教育の推進

施策 1 義務教育９年間の学びを支える教育活動の展開 施策 1 義務教育９年間の学びを支える教育活動の展開

施策 2 豊かな心を育む教育の充実 施策 2 豊かな心を育む教育の充実

施策 3 確かな学力を育てる教育の充実 施策 3 確かな学力を育てる教育の充実

施策 4 健やかな体を育てる教育の充実 施策 4 健やかな体を育てる教育の充実

施策 5 特別支援教育の充実 施策 5 特別支援教育の充実

施策 6 社会の変化や課題に対応した教育の推進 施策 6 社会の変化や課題に対応した教育の推進

第 2 節 学校教育環境の整備 政策 2 信頼され、魅力ある学校づくりの推進

施策 1 地域とともにある学校づくりの推進 施策 7 地域とともにある学校づくりの推進

施策 2 教育環境の整備 施策 8 教育環境の整備

施策 3 学校ＩＣＴ環境の整備 施策 9 学校ＩＣＴ環境の整備

施策 4 教育機会の確保 施策 10 教育機会の確保

第 3 節 安心して学べる体制の充実 政策 3 やさしく支え合う教育連携の推進

施策 1 幼児教育・家庭の教育力向上への支援の充実 施策 10 11 幼児教育・家庭の教育力向上への支援の充実

施策 2 教育相談体制の充実 施策 11 12 教育相談体制の充実

施策 3 地域が支える健全育成活動の充実 施策 12 13 地域が支える健全育成活動の充実

第 4 節 社会教育の充実 政策 4 結び合い、学び合う社会教育の推進

施策 1 人を育む社会教育の充実 施策 13 14 人を育む社会教育の充実

施策 2 学び合う生涯学習機会の充実 施策 14 15 学び合う生涯学習機会の充実

施策 3 学びと活動・活躍の循環 施策 15 16 学びと活動・活躍の循環

 第 5  節  スポーツの振興 （削除）  政策 5  スポーツ活動の推進

 施策 1  健康で生きがいのあるスポーツ活動の推進  施策 16  健康で生きがいのあるスポーツ活動の推進

 施策 2  競技スポーツへの支援  施策 17  競技スポーツへの支援

 施策 3  スポーツライフの充実と環境整備  施策 18  スポーツライフの充実と環境整備

第 6 5 節 芸術文化の振興 政策 6 5 芸術文化活動の振興

施策 1 だれもが参加できる地域文化の振興 施策 19 17 だれもが参加できる地域文化の振興

施策 2 創造と交流を生む芸術文化活動の展開 施策 20 18 創造と交流を生む芸術文化活動の展開

第 7 6 節 歴史の継承と創造 政策 7 6 郷土愛を育む教育活動の推進

施策 1 エコミュージアム構想の推進 施策 21 19 エコミュージアム構想の推進

施策 2 文化財の保存と活用 施策 22 20 文化財の保存と活用

施策 3 新たな歴史の保存と活用

第 8 7 節 読書活動の充実 政策 8 7 生涯にわたる読書活動の推進

施策 1 図書館サービスの充実 施策 23 21 図書館サービスの充実

施策 2 地域まるごと読書活動支援の充実 施策 24 22 地域まるごと読書活動支援の充実

政策 9 8 開かれた教育行政の推進、確かな教育行政の運営

施策 25 23 開かれた教育行政の推進

施策 26 24 確かな教育行政の運営

北広島市総合計画 北広島市教育振興基本計画
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第 2 章 教育の動向 

１ 教育をめぐる現状 

国の第3期教育振興基本計画期間中には、新型コロナウイルス感染症の感染拡大と国際情

勢の不安定化という予測困難な時代の象徴ともいうべき事態が生じ、我が国の教育の課題が

浮き彫りになるとともに、学びの変容がもたらされました。 

少子化・人口減少、グローバル化の進展、地球規模課題、格差の固定化と再生産など、

様々な社会課題が存在する中、Society 5.0 ※１を見据え、これからの社会を展望する上で、

教育の果たす役割はますます重要となっています。 

第4期教育振興基本計画（令和5年度～令和9年度）では、こうした社会全体の潮流を念頭

に置いた上で教育政策の在り方についての検討がなされ、初等中等教育から高等教育、生涯

学習・社会教育の連続性を重視し、共通課題を横断的に捉える視点が取り入れられていま

す。 

 

（１）社会の現状や変化への対応と今後の展望 

①現代は将来の予測が困難な時代であり、その特徴である変動性、不確実性、複雑性、曖昧

性の頭文字を取って「ＶＵＣＡ（ブーカ）の時代」※２とも言われています。 

これまでの計画の中で、少子高齢化と人口減少、グローバル化の進展と国際的な地位の

低下、地球規模の課題、子どもの貧困、格差の固定化と再生産、地域間格差、社会のつなが

りの希薄化などは、社会の課題として継続的に掲げられてきました。 

こうした中、第 3 期計画期間中に発生した新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響

及びロシアのウクライナ侵略による国際情勢の不安定化は、正に予測困難な時代を象徴す

る事態です。このような危機に対応する強靭さ（レジリエンス）を備えた社会をいかに構

築していくかという観点は、これからの重要な課題となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 

※1 （ソサエティ5.0）：サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステ

ムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する人間中心の社会のこと。例えば、大量な情報の中から必要な

情報だけをＡＩ（人工知能）が判別し、人間に提供するなど。 

※2 変動性（Volatility）、不確実性（Uncertainty）、複雑性（Complexity）、曖昧性（Ambiguity）の頭文字を

取った用語であり、現代のビジネスや社会において、急速な変化や予測困難な状況を表すこと。 
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②新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響としては、国際経済の停滞、グローバルな

人的交流の減少、体験活動の機会の減少などの事態が生じました。 

また、学校の臨時休業により、学校の居場所やセーフティネットとしての福祉的役割を

再認識するきっかけとなりました。感染拡大当初はＩＣＴの活用が十分ではなく、デジタ

ル化への対応の遅れが浮き彫りとなりましたが、これを契機として遠隔・オンライン教育

が進展し、学びの変容がもたらされました。 

こうした社会状況もあいまって、デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の進展は

社会により良い変化をもたらす可能性のある変革として注目されています。 

 

③2040 年以降の社会を見据えたとき、現時点で予測される社会の課題や変化に対応して人

材を育成するという視点と予測できない未来に向けて自らが社会を創り出していくという

視点の双方が必要となります。 

予測できる社会の変化としては、まず、人口減少が挙げられ、現在の生産年齢人口であ

る 15～64 歳の人口は 2050 年には現在の 2/3 に減少すると推計されています。我が国の労

働生産性は国際的に見て低く、このままでは社会経済の活力や水準の維持が危ぶまれる状

況にあります。 

また、少子高齢化と人口減少は特に地方において深刻であり、地域間の教育、福祉等の

格差が拡大し、地方創生の観点からの対応も必要となっています。加えて、長寿化が進展

する中での対応も求められています。 

 

④デジタルトランスフォーメーションや地球温暖化と関連して、デジタル人材やグリーン

（脱炭素）人材が不足するとの予測があります。 

また、ＡＩやロボットの発達により、特定の職種では雇用が減少し、今後は問題発見力

や的確な予測、革新性といった能力が一層求められることが予測されており、労働市場の

在り方や働く人に必要とされるスキルが今後変容していくことが見通されます。 

特に生成ＡＩは人々の暮らしや社会に大きな変革をもたらす可能性があることが指摘さ

れています。 

 

⑤経済先進諸国においては、経済的な豊かさのみならず、精神的な豊かさや健康までを含

めて幸福や生きがいを捉える「ウェルビーイング（Well-being）」の考え方が重視されてき

ており、経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）の「ラーニング・コンパス 2030（学びの羅針盤 2030）」
※１では、個人と社会のウェルビーイング※２は「私たちの望む未来（Future We Want）」であ

り、社会のウェルビーイングは共通の「目的地」とされています。 

 

 

････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 

※1 ＯＥＣＤ「ラーニング・コンパス 2030（学びの羅針盤 2030）」（2019 年 5 月）。 

※2 身体的・精神的・社会的に良い状態にあることをいい、短期的な幸福のみならず、生きがいや人生の意義

など将来にわたる持続的な幸福を含む概念。 



7 
 

⑥社会の多様化が進む中、障害の有無や年齢、文化的・言語的背景、家庭環境などにかかわ

らず、誰一人取り残されることなく、誰もが生き生きとした人生を享受することのできる

共生社会の実現を目指し、その実現に向けた社会的包摂※１を推進する必要があります。 

 

⑦成年年齢や選挙権年齢が 18 歳に引き下げられ、若者の自己決定権の尊重や積極的な社会

参画が図られるとともに、こども基本法及びこども家庭庁設置法が成立し、子どもの権利

利益の擁護及び意見表明などについて規定されたことを踏まえた対応が必要となります。 

 

⑧予測できない未来に向けて自らが社会を創り出していくという視点からは、「持続可能な

社会の創り手」という学習指導要領前文に定められた目指すべき姿を実現することが求め

られています。その際、教育基本法の理念・目的・目標について規定されている普遍的価値

を共有した上で、主体的な社会の創り手となる考え方が重要となります。 

 

⑨今後目指すべき未来社会像として、第 6 期科学技術・イノベーション基本計画※２におい

て、持続可能性と強靱性を備え、国民の安全と安心を確保するとともに、一人一人が多様

な幸せを実現できる人間中心の社会としての「Society5.0（超スマート社会）」が示されて

います。 

 

⑩これら社会の現状や変化を踏まえて 2040 年以降の社会を展望したとき、教育こそが社会

をけん引する駆動力の中核を担う営みであり、人間中心の社会を支えるシステムとなる時

代が到来していると言えます。将来の予測が困難な時代において、一人一人の豊かで幸せ

な人生と社会の持続的な発展を実現するために、教育の果たす役割はますます大きくなっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 

※1 社会的に弱い立場にある人々をも含め市民一人ひとり、排除や摩擦、孤独や孤立から援護し、社会（地域

社会）の一員として取り込み、支え合う考え方。 

※2 第6期科学技術・イノベーション基本計画は、令和3年3月26日に閣議決定された。この基本計画は、令和3

年度から令和7年度までの5年間を対象としている。 
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（２）教育政策に関する国内外の動向 

①第 3 期計画期間中には、中央教育審議会において、「学校における働き方改革」答申※１、

「令和の日本型学校教育」答申※２、「高等教育のグランドデザイン」答申、「第 3 次学校安

全の推進に関する計画の策定」答申※３、「『令和の日本型学校教育』を担う教師の養成・採

用・研修等の在り方」答申※４が示されました。 

また、生涯学習分科会、初等中等教育分科会、大学分科会において、各政策分野の審議ま

とめ等が取りまとめられるとともに、文部科学省に設置された各種の有識者会議において、

教育政策に係る提言がなされました。  

 

②関係省庁においても、教育未来創造会議第一次提言及び第二次提言※５、総合科学技術・

イノベーション会議の教育・人材育成に関する政策パッケージ※６、経済産業省の未来人材

ビジョン※７など、教育政策に関する議論・提言が行われています。 

 

 ③令和 6 年 9 月 18 日には、文部科学省において、今後検討を深める具体的な論点として、

学習評価の現状や今後の対応、教育課程の柔軟性のあり方、教育課程の実施にともなう負

担への向き合い方など、有識者の意見をまとめ「今後の教育課程、学習指導及び学習評価

等の在り方に関する有識者検討会」の論点整理を公表しました。 

 

 

 

 

 

 

 

････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 

※1 「新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のための学校における働き方改革に関す

る総合的な方策について（答申）」（平成 31 年 1 月中央教育審議会）。 

※2 「令和の日本型学校教育」の構築を目指して～全ての子供たちの可能性を引き出す、個別最適な学びと、協

働的な学びの実現～（答申）」（令和 3 年 1 月中央教育審議会）。 

※3 「第 3 次学校安全の推進に関する計画の策定について（答申）」（令和 4 年 2 月中央教育審議会）。 

※4 「令和の日本型学校教育」を担う教師の養成・採用・研修等の在り方について～「新たな教師の学びの姿」

の実現と、多様な専門性を有する質の高い教職員集団の形成～（答申）」（令和 4 年 12 月中央教育審議会）。 

※5 「我が国の未来をけん引する大学等と社会の在り方について（第一次提言）」（令和 4 年 5 月 10 日教育未

来創造会議決定）、「未来を創造する若者の留学促進イニシアティブ（第二次提言）」（令和 5 年 4 月 27 日教育

未来創造会議決定）。 

※6 「Society 5.0 の実現に向けた教育・人材育成に関する政策パッケージ」（令和 4年 6 月総合科学技術・イ

ノベーション会議）。 

※7 「未来人材ビジョン」（令和 4 年 5 月経済産業省）。 
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④また、令和 6 年 12 月 25 日には、学校の教育内容などを定めた学習指導要領の改訂に向

けた検討が中央教育審議会に諮問されました。生成ＡＩの発展などを踏まえ、知識の集積

だけでなく、深い意味の理解を促す学びのあり方などが検討課題となっています。 

 

⑤国外では、経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）において、2030 年の教育を見据えた「ラーニ

ング・コンパス 2030（学びの羅針盤 2030）」が示されるとともに、ユネスコでは「教育の

未来」グローバルレポート※１が取りまとめられています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 

※1 ＵＮＥＳＣＯ教育の未来に係る国際委員会「『教育の未来』国際レポート」（2021 年 11 月）。 
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２ 国及び北海道における教育目標・教育政策の動向 

（１）教育基本法 

我が国では、日本国憲法の精神にのっとり、日本の未来を切り拓く教育の基本を確立し、

その振興を図るため、教育基本法を制定しています。 

教育基本法では、次のとおり教育の目的及び教育の目標を掲げています。 

 

 

（教育の目的） 

第１条 教育は、人格の完成を目指し、平和で民主的な国家及び社会の形成者として必要

な資質を備えた心身ともに健康な国民の育成を期して行われなければならない。 

（教育の目標） 

第２条 教育は、その目的を実現するため、学問の自由を尊重しつつ、次に掲げる目標を

達成するよう行われるものとする。 

(1)幅広い知識と教養を身に付け、真理を求める態度を養い、豊かな情操と道徳心を培う

とともに、健やかな身体を養うこと。 

(2)個人の価値を尊重して、その能力を伸ばし、創造性を培い、自主及び自律の精神を養

うとともに、職業及び生活との関連を重視し、勤労を重んずる態度を養うこと。 

(3)正義と責任、男女の平等、自他の敬愛と協力を重んずるとともに、公共の精神に基づ

き、主体的に社会の形成に参画し、その発展に寄与する態度を養うこと。 

(4)生命を尊び、自然を大切にし、環境の保全に寄与する態度を養うこと。 

(5)伝統と文化を尊重し、それらをはぐくんできた我が国と郷土を愛するとともに、他国

を尊重し、国際社会の平和と発展に寄与する態度を養うこと。 
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（２）第４期教育振興基本計画（令和 5 年度～令和 9年度） 

令和 5年 6月閣議決定 

本計画の策定に当たっては、教育基本法を普遍的な使命としつつ、新たな時代の要請を取

り入れていく「不易流行」の考え方を基調としています。 

 本計画では、2040年以降の社会を見据えた教育政策におけるコンセプトとも言うべき総括

的な基本方針として「持続可能な社会の創り手の育成」及び「日本社会に根差したウェルビ

ーイングの向上」を掲げています。両者は今後、我が国が目指すべき社会及び個人の在り様

として重要な概念であり、これらの相互循環的な実現に向けた取組が進められるよう教育政

策を講じていくことが必要であります。 

 

＜2つのコンセプト＞ 

持続可能な社会の創り手の育成 

日本社会に根差したウェルビーイングの向上 

 

＜5つの基本的な方針＞ 

■グローバル化する社会の持続的な発展に向けて学び続ける人材の育成 

■誰一人取り残されず、全ての人の可能性を引き出す共生社会の実現に向けた教育の推進 

■地域や家庭で共に学び支え合う社会の実現に向けた教育の推進 

■教育デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の推進 

■計画の実効性確保のための基盤整備・対話 

 

＜令和 5年度～9年度の教育政策の目標＞ 

1. 確かな学力の育成、幅広い知識と教養・専門的能力・職業実践力の育成 

2. 豊かな心の育成 

3. 健やかな体の育成、スポーツを通じた豊かな心身の育成 

4. グローバル社会における人材育成 

5. イノベーションを担う人材育成 

6. 主体的に社会の形成に参画する態度の育成・規範意識の醸成 

7. 多様な教育ニーズへの対応と社会的包摂 

8. 生涯学び、活躍できる環境整備 

9. 学校・家庭・地域の連携・協働の推進による地域の教育力の向上 

10. 地域コミュニティの基盤を支える社会教育の推進 

11. 教育ＤＸの推進・デジタル人材の育成 

12. 指導体制・ＩＣＴ環境の整備、教育研究基盤の強化 

13. 経済的状況、地理的条件によらない質の高い学びの確保 

14. ＮＰＯ・企業・地域団体等との連携・協働 

15. 安全・安心で質の高い教育研究環境の整備、児童生徒等の安全確保 

16. 各ステークホルダーとの対話を通じた計画策定・フォローアップ 
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（３）次期学習指導要領の改訂に向けた中央教育審議会における検討 

 
学習指導要領は約 10 年ごとに改訂されます。令和 6年 12月 25 日に文部科学省が中央教育

審議会に諮問した内容が、約 2年かけて議論され、令和 12 年度にも導入される小中高校（中

学校は令和 13 年度、高校は令和 14 年度）の次期学習指導要領となります。 

①中央教育審議会への諮問内容 

  ●初等中等教育における教育課程の基準等の在り方について 

  ●多様な専門性を有する質の高い教職員集団の形成を加速するための方策について 

②具体的な論点 

●学習指導要領そのものを表やデジタルを活用し、評価の在り方、デジタルを前提とし

た資質・能力の示し方など、質の高い授業に直結し、分かりやすいものにする。 

●不登校やギフテッド、外国にルーツのある子など、多様な子どもが輝く柔軟な教育課

程編成の促進や子ども自身が学びの自己調整をできる方法、教師の指導の在り方。 

●情報活用能力育成や探究的な学び、文理融合、生成ＡＩ活用、幼小連携、質の高い特別

支援教育など、教科などで改訂すべき目標や内容。 

●デジタル教科書を含む教科書の内容や分量、標準授業時数、教育委員会への支援や指

導主事の資質・能力向上など、教員に過度な負担を生じさせずに新しい指導要領の趣旨

を着実に実現する方策。 
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（４）文部科学省教育課程企画特別部会 論点整理 

令和 7年 9月 25 日公表 

 教育課程企画特別部会では、これまで教育課程の枠組みに関する事項や教科横断的な事項

を中心に審議を行い、本部会におけるさらなる検討の進化や各ワーキンググループ等での検

討の前提として論点を整理しました。 

 

第１ 次期学習指導要領に向けた基本的な考え方 
①改訂議論を貫く三つの方向性 

「主体的・対話的で深い学びの実装」「多様性の包摂」「実現可能性の確保」の三つの方

向性を掲げ、「多様な子どもたちの深い学び」の実現を目指す教育システム改革の全体像

を示した。 

【方向性１「主体的・対話的で深い学びの実装」】 

現行学習指導要領が目指している「主体的・対話的で深い学び」の視点からの授業 改

善を通じた資質・能力の育成について、一層の具現化・深化を図る。 

●分かりやすく、使いやすい学習指導要領 

●生きて働く「確かな知識」の習得 

●学びの連続性の確保 

●小学校の総合的な学習の時間への「情報の領域（仮称）」の付加、中学校での「情報・

技術科（仮称）」の創設 

【方向性２「多様性の包摂」】 

多様な個性や特性、背景を有する子どもが多くなっている実態に向き合うとともに、

こうした多様性を個人及び社会の力に変える観点から、一人一人の意欲が高まり、可能

性が開花し、個性が輝く教育の実現を目指す。 

●多様性を個人及び社会の力に変換 

●「裁量的な時間」「調整授業時数制度」学年区分の取扱いの柔軟化 

●特別の教育課程編成 

【方向性３「実現可能性の確保」】 

デジタル学習基盤のさらなる充実、教科書や教材、指導書の改善、必要な設備の整備、

総合的な勤務環境整備等について、審議全体に通底させる。 

●デジタル学習基盤の充実 

●教科書や教材、指導書の改善 

●勤務環境整備 

●教師と子どもの双方に「余白※１」を創出し、豊かな学びに 

 

 

 

････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 

※1 教育の質の向上のための時間的余裕。 



14 
 

②自らの人生を舵取りする力と民主的な社会の創り手育成 

●学びに向き合えていない子どもも多くなっていることから、学びの動機づけをアップ

デートする必要 

●労働市場の流動化や就業期間の長期化、マルチステ―ジの人生モデルへの転換が進み、

しなやかに「自らの人生を舵取りできる力」が不可欠 

●国際化やＳＮＳ・生成ＡＩの負の側面の影響による社会分断の可能性も指摘される中、

デジタル時代に主体的に社会参画する「民主的な社会の創り手」の育成も喫緊の課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 7 年 9 月 25 日中央教育審議会教育課程企画特別部会 

「次期学習指導要領に向けた検討の基盤となる考え方」 

 

 

 

 

 

  

あらゆる方策を活用し、 
三位一体で具現化 

 

 

 

 

 
生きて働く「確かな知識」の習得、 
資質・能力育成に具体化・深化、 
「好き」を育み「得意」を伸ばす、 
情報活用能力の抜本的向上、 
個別最適な学び・協働的な学び等 
 

 
授業時数の適正化・平準化、教科書の 
精選、構造化、裁量的な時間など様々 
な方策による教師・子ども双方の「余白」
の創出、カリキュラム・マネジメント等 
 

 
調整授業時数制度、裁量的な時間、 
個別の児童生徒に係る教育課程の仕 
組み、デジタル学習基盤を活用した学 
習環境デザイン、個別最適な学び・協 
働的な学び等 
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第２ 質の高い、深い学びを実現し、分かりやすく使いやすい 

学習指導要領の在り方 
 

子どもたちに育む資質・能力が分かりやすく、日々の授業づくりの中で教師一人一人が使

いやすいと思えるよう、「中核的な概念等」をもとにした一層の構造化や様々な用語・概念

の整理を図りつつ、表形式化やデジタル化により学習指導要領のインターフェイスを刷新す

る。 

①中核的な概念等を活用した一層の構造化・表形式化・デジタル化 

●「知識・技能」「思考・判断・表現力」の「タテ・ヨコの関係」の可視化 

●表形式化 

②「学びに向かう力、人間性等」の再整理 

●「学びを方向付ける人間性」「初発の思考や行動」「主体的な調整」「対話や協働」   

●個人内評価として実施し、「思考判断表現」に○を付記 

③「見方・見え方」の再整理 

●学びの深まりを目指し、資質・能力を構造化、本質的な意義の中核に焦点化 

④デジタル学習基盤を前提とした学びの在り方 

●デジタル基盤の意義：学習環境デザイン、主体的に学ぶ基礎、豊かな学びの充実 

●「主体的・対話的で深い学び」と「個別最適・協働的な学び」の整理 

●教師主語の視点と学習者主語の視点の効果的なバランス 

 

第３ 多様な子どもたちを包摂する柔軟な教育課程の在り方 

多様な子どもたちを包摂できる教育課程の実現に向け、標準授業時数の弾力化を可能とす

る「調整授業時数制度」の導入等を通じ、各学校で柔軟な教育課程を編成可能としつつ、不

登校児童生徒や特異な才能のある児童生徒等に特別の教育課程を編成可能とする。 

①子どもの多様性を包摂する必要性と現行教育課程の特例 

●多様性を包摂し、一人一人の意欲を高め、可能性を開花させる教育の実現 

●現行の特例：授業時数特例校、教育課程特例校、研究開発学校、学びの多様化学校、 

個に応じた教育課程 

②「調整授業時数制度」の創設等 

●授業時数の弾力化や調整授業時数制度の導入等、柔軟な教育課程編成を可能に 

●生み出された時間➜他教科へ上乗せ、必要な教科の開設、裁量的な時間等に充てる 

③単位時間、授業週数、学年区分の扱い等 

●単位授業時間の短縮、授業時数の平準化➜「余白」を生み出し、豊かな学びに繋げる 

④柔軟な教育課程編成の促進 

●学校として編成する教育課程と個々の子どもに着目した特例の新設・拡充 

  



16 
 

第４ 情報活用能力の抜本的向上と質の高い探究的な学びの実現 

情報技術を自在に活用し、課題解決や探究ができるようにしつつ、デジタルの負の側面に

もしっかり対応できるよう、情報活用能力の抜本的向上を図る。そのため、小学校の総合的

な学習の時間に「情報の領域（仮称）」を付加しつつ、中学校は情報技術に関連する内容を強

化した「情報・技術科（仮称）」を新設し、それらを踏まえた高等学校情報化の充実を図る。 

 ①情報活用能力の抜本的向上 

●小中高を通じた体系的・抜本的な教育内容の充実 

●情報技術の⑴活用、⑵適切な取扱い、⑶特性の理解を身に付けられるよう整理 

②質の高い探究的な学びの実現 

  ●自ら課題を設定し、解決に向けて取り組む中で、自己の生き方や在り方を考えていく 

●探究プロセスを自ら駆動できるように教育課程を改善 

●情報モラルやメディアリテラシー等の育成 

●「学びの主体的な調整」 

●小学校総合的な学習に「情報の領域」を付加 

●中学校「情報・技術科」と「家庭科」 

③「学習の基盤となる資質・能力」の整理 

●「問題発見・解決能力」「情報活用能力」「言語能力」で整理 

  ●各教科等で育まれた資質・能力を総合的な学習において活用し、質の高い学びに 

 

第５ 「余白」の創出を通じた教育の質の向上の在り方 

教育課程の実施に伴う過度な負担・負担感が生じにくい在り方を追求し、教師と子どもの

双方に余白を創出する。第２・第３で提起した学習指導要領の構造化やそれに伴う必要に応

じた学習内容の精選、柔軟な教育課程も契機とした教科書の分量の精選等を図るとともに、

標準授業時数の弾力化を通じて真に必要な授業時数の設定を容易にしていく。 

①過度な負担・負担感が生じにくい教育課程の在り方の追求 

●授業時数の見直しのさらなる促進：大幅な上乗せ等の改善 

●週当たりコマ数の平準化の促進等：年間を通じて平均的に教科等の時数を配当 

●標準授業時数の弾力化による計画時数の適正化：「余白」を生み出す仕組み 

●「教科書を全て教える」からの脱却：網羅的に教える必要があるとの認識からの脱却 

●学習指導要領の構造化・表形式化・デジタル化：スリム化、ユーザビリティの向上 

●構造化を踏まえた教科書等の在り方：「中核的な概念」を掴みやすいものに精選、 

  教科書の分量、デジタル教材との役割分担、教科用指導書等の整合性 

②週当たり時数、標準授業時数等の弾力化と時数の精選 

●週当たり時数減、調整授業時数の工夫等による「裁量的な時間」の創出 

●「裁量的な時間」＝他教科への上乗せ、個々の特性に応じた学び、研究・研修等 
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第６ 豊かな学びに繋がる学習評価の在り方 

資質・能力の育成に真に繋がる学習評価としていくため、その育成や評価を重視すること

を前提としつつ、「学びに向かう力、人間性等」の評価についてはその特質に合った評価と

なるよう評価方法を改める。また、「記録に残す評価」の頻度やタイミングを減らしつつ「学

習改善等に活かす評価」を充実させることを促していく。 

①「主体的に学習に取り組む態度」の評価の改善 

●観点別評価の評価観点として存置しつつ、「個人内評価」として行う 

●「思考・判断・表現力」の評価への付記：具体的に見取ることができる要素※１が特に

表出した場合、「思・判・表」の観点別評価に「○」を付記 

●「学びに向かう力、人間性等」を構成する４要素 

   ◉ 「学びを方向付ける人間性」 

◉ 「初発の思考や行動を起こす力・好奇心」 

◉ 「学びの主体的な調整」 

◉ 「他者との対話や協働」 

②中核的な概念等との関係、評価の頻度やタイミング 

●授業内・教科横断的な評価、自己・相互評価、ポートフォリオ評価等多様な評価手法 

●評価の記述性・フィードバック性の向上、次の学びに繋がるよう設計 

 

第７ その他諮問で提起された事項の在り方 

①カリキュラム・マネジメントの在り方 

●構造的・具体的に理解しやすい示し方 ●学校教育目標の実現に迫る視点 

●「余白」の時間で何ができるのかを具体的に示す ●過度な負担を避ける 

●全ての教師が当事者となり、カリマネを教師にとって意義を感じられる日常の取組とする 

②高等学校入学者選抜 

●学力検査の改善 ●多様な選抜方法の拡充 

③特別支援教育 

●合理的配慮の提供 ●通級による指導の見直し 

●特別支援学級の質の確保 ●特別支援学校学習指導要領における自立活動 

●交流及び共同学習 

④子どものより主体的な社会参画に関わる教育の改善 

●社会参画に関わる教育内容の充実 ●子どもの意見を反映させる受け皿の整備 

 

 

 

 

････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 

※1 初発の思考や行動・好奇心、対話や協働、学びの主体的な調整のプロセス。 
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（５）北海道総合教育大綱 

令和 7年 3月改定 

＜基本理念＞ 

●地域社会の教育力の低下に加え、学校数の減少・小規模校化による教育の機会均等や学

びの質の保障に対する重要性への対応など、北海道が抱える課題に的確に対応し、地域社

会全体で子どもを見守り育てていく取組を支える人材の育成・確保に向けた施策を推進。 

●こども基本法及びこども基本条例、こどもの権利条約の精神にのっとり、子どもや若者

の意見を取り入れ、「こどもまんなか」の考えの下、「学び」と「育ち」に係る政策の両者が

相互に連携し、子どもや若者の健やかな成長を社会全体で後押し。 

●国境を越えた協働や多文化共生社会の実現に向けた取組、ＡＩ・ＩＣＴの活用が広がる

など、将来の予測が困難な時代に、前例にとらわれない新たな発想と行動力を持つ人材が

求められることから、未来に向けて自らが社会の創り手となり、持続可能な社会を維持・

発展させ、個々人が自立して自らの個性・能力を伸長し、多様な価値観に基づいて地域の

課題をはじめ地球規模課題の解決等をけん引する人材を育成。 

●多様な個人それぞれが幸せや生きがいを感じ、地域や社会が幸せや豊かさを感じられる

ものとなるため、豊かな情操や道徳心、正義感、責任感、自他の生命と人権の尊重、他者へ

の思いやり、自己肯定感、人間関係を築く力、社会性などを、教育活動全体を通じて育み、

社会に根ざしたウェルビーイングの向上を図るとともに、将来を担う子どもたちの可能性

を引き出す教育を推進。 

●北海道と教育委員会、関係機関が一体となり、社会情勢の大きな変化に適応し、道民一

人ひとりが新たな時代を生き抜いていけるよう、教育・人づくりに取り組む。 

●誰一人取り残されることなく、一人ひとりが生き生きとした人生を享受できる共生社会

の実現を目指し、安心して質の高い教育を受け、生涯にわたって学び続けることができる

環境を整え、未来を拓く夢や希望へのチャレンジを応援する北海道づくりを進める。 

 

＜求められる人間像＞ 

●チャレンジで夢を叶える 夢や課題に、新たな発想で挑戦する人 

 ●ふるさとを誇り、自ら動く ふるさとを愛し、グローバルな視点で地域の発展のために行

動する人 

●個性や違いを力にかえる 互いの個性や文化の違いを尊重し、ともに力を合わせる人 

●社会の一員としての主体性を高める 自らの意見を表明し、社会づくりに参画する人 

 

＜基本方針と取組の方向性＞ 

基本方針Ⅰ 持続可能な社会の創り手を育む 

取組の方向性 
●幼児教育の充実  
●新しい時代に必要となる資質・能力の育成  
●体力・運動能力の向上  
●学校保健、学校給食・食育の充実 
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●特別支援教育の充実  
●グローバル人材の育成  
●探究・STEAM 教育の充実  
●キャリア教育の充実  
●道徳教育・人権教育の充実  
●ふるさと教育の充実  
●防災教育の充実  
●18 歳成年に伴う消費者教育・金融経済教育・主権者教育等の充実  
●環境教育の充実  
●持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ）の推進  

 

基本方針Ⅱ 誰一人取り残されない子どもの学びと育ちの環境を整える 

取組の方向性 
●いじめ防止の取組の充実  
●不登校児童生徒への支援の充実  
●児童虐待の未然防止や早期発見・早期対応  
●子どもの貧困対策など学びのセーフティネットの構築  
●地域創生の視点を踏まえた特色ある高校づくりと地学協働の推進  
●地域の特色を活かした多様な体験活動の推進  
●幼児教育施設や学校段階間の連携・接続の推進  
●学校における働き方改革の推進  
●教員の確保と資質向上  
●私学教育の振興 
●教育ＤＸの推進  
●安全・安心な学習環境の確保  
●医療的ケア児への支援の充実  
●ヤングケアラーへの支援の充実  
●子どもの自殺対策、犯罪などから子どもを守る取組の充実  
●子どもの意見表明の機会の確保  

 

基本方針Ⅲ 地域と産業を担う人を育む 

取組の方向性 
●本道の基幹産業を支える人材の育成  
●新たな社会を拓くＩＣＴ人材の育成  
●地域創生を担う人材の育成と活躍促進 
●大学や企業等との連携強化  
●地域の安心を守る医療・福祉を担う人材の育成  
●就職氷河期世代の活躍促進  
●多文化共生社会に向けた環境の整備  

 

基本方針Ⅳ 生涯を通じて学び続ける人を育む 

取組の方向性 
●生涯学習の振興  
●リカレント教育の推進  
●社会教育の振興  
●芸術文化活動の推進  
●文化財等の保存及び活用の推進  
●スポーツ活動の振興 
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（６）北海道教育推進計画（2023 年度～2027 年度） 

北海道教育委員会 令和 5年 3月教育委員会会議決定 

北海道教育委員会では、次代を担う子どもたちが、社会の変化に主体的に向き合いながら、

自らの可能性を発揮し、未来を切り拓いていく力を身につけることができるよう、「自立」と

「共生」の理念の下、各般の施策を進めてきました。 

 このたび、環境問題をはじめ世界規模の課題が進行する中、本道教育においてＳＤＧＳ・ 

ＥＳＤを推進することにより、子どもたちが持続可能な社会の創り手として成長することや、

ＧＩＧＡスクール構想のもと急速に進んだＩＣＴの活用により、子どもたちの特性・環境等

に応じた教育の実現や学校における働き方改革、関係者間の連携強化など、学びの環境がよ

り一層充実することを目指す「北海道教育推進計画（2023 年度～2027 年度）」を策定しまし

た。 

 

＜基本理念＞ 

「自立」と「共生」 

 

＜3 つの施策の柱と 22の施策項目＞ 

■子ども一人一人のよさと可能性を引き出す教育の推進 

①ＳＤＧＳ・ＥＳＤの推進 ②幼児教育の充実 

③新しい時代に必要となる資質・能力の育成（小・中学校） 

④新しい時代に必要となる資質・能力の育成（高校） 

⑤特別支援教育の推進 ⑥STEAM 教育の推進 

⑦キャリア教育の充実 ⑧体力・運動能力の向上 

⑨健康教育・食育の充実 ⑩道徳教育の充実 

⑪ふるさと教育の充実 ⑫グローバル人材の育成 

■学びの機会を保障し質を高める環境の確立 

⑬ＩＣＴの活用推進 ⑭いじめ防止の取組の充実 

⑮不登校児童生徒への支援の充実 ⑯教員の養成・採用・研修の一体的な改革の推進 

⑰働き方改革の推進 ⑱学びのセーフティネットの構築 

■地域と歩む持続可能な教育の実現 

⑲地域と学校の連携・協働の推進 ⑳生涯学習・社会教育の振興 

㉑安全・安心な教育環境の構築 ㉒芸術文化活動の推進 
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（７）令和７年度石狩管内教育推進の重点 

北海道教育庁石狩教育局 

＜テーマ＞ 

「子どもの未来保障」～全ての子どもに資質・能力を育成する質の高い石狩の教育～ 

 

＜石狩は一つ＞ 

設置者 ■管内教育推進の重点の位置付けの明確化及び進捗状況の把握 

 ■教育課程の推進状況の把握・支援 

 ■学校教育と社会教育の連携・協働等 

教育機関 ■各機関の活動方針及び活動内容における管内教育推進の重点の位付け 

の明確化 

 ■各機関の主体的な活動に基づく子どもの未来保障 

学校 ■教育課程の管理及び授業改革の進捗状況の把握 

 ■学校組織マネジメントの充実 

 ■ＣＳを中心とした学校と地域の連携・協働の推進等 

教育局 ■管内教育推進の重点の進捗状況の把握 

 ■設置者、教育機関、学校との連携・協働 

 ■設置者、学校の教育環境に係る支援の充実 

 

＜3 つの重点＞ 

重点１：資質・能力を育成する授業改革 

～子どもが主体となる授業への進化～ 

    【取組１】授業改革の理解・推進 

    【取組２】子ども一人一人への確実な指導 

    【取組３】「対話」と「ＩＣＴ活用」による価値交換の実現 

重点２：質の高い教育活動を推進する学校組織マネジメント 

～「個業」から「組織的対応」への進化～ 

    【取組１】学校組織マネジメントの充実 ～教職員を育てる組織づくり～ 

    【取組２】質の高い教育活動の推進 ～子どもを育てる組織づくり～ 

重点３：地域の創り手を育成する持続可能な教育体制 

～学校・地域の連携・協働から地域コミュニティづくりへの進化～ 

【取組１】熟議の活性化による教育体制の実現 

    【取組２】連携・協働体制の充実による教育体制の実現 

 

  



22 
 

第３章 教育基本構想 

１ 北広島市の教育理念 

 

 

北広島市の教育理念 

 

豊かな知性や心と 健やかな身体をもって 

自然と創造の調和を図り、郷土を愛し、未来を切り拓く人を育む 

 

昭和 44年 8 月制定 昭和 60 年 3月改訂 令和 3年 2月改訂 

 

《教育理念の考え方》 

本市では、昭和 45 年(1970 年)に「広島町総合開発計画」を策定して以来、「自然と創造

の調和した豊かな都市」をまちづくりのテーマに掲げ、自然に囲まれた美しいまちなみの中

に、市民が住みよさを実感しながら、いきいきと活動するまちをめざしてきました。 

本市の教育理念では、本市のまちづくりにふさわしい「人づくり」に重点を置き、市民一

人一人が、その能力や体力などに応じて、自己の教養や人格を磨き、運動やスポーツ、文化

に親しむことなどを通して健康で豊かな人生を送ることができるよう教育・人づくりに取り

組むこととしています。 

また、北広島で生まれ育つ喜びや暮らし続けたいという思いを抱きながら、将来の変化を

予測することが困難な時代を前に、自己の夢や目標を持ち、他者の個性を尊重しながら支え

合い、共生社会の実現など、この先のより良い社会の創造に向けて「未来を切り拓いていく

力」を育み、北広島はもとより、国内外で活躍する人を育むことを教育理念とし、この教育

理念を市民と共有して取り組んでいきます。 
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２ 北広島市のめざす人間像 

本市では、市総合計画（第 6 次）においてめざす都市像を「希望都市」「交流都市」「成長

都市」として、次のとおり設定しています。 

 

希望都市 

 

『だれもが希望を持って、輝けるまち』 

子どもからお年寄りまで多世代の方々が趣味、仕事、家族、友人などそれ

ぞれの楽しみや喜びを持った生活を営み、すべての市民が希望を持ち、人が

輝くまちをめざします。 

 

交流都市 

 

『多様な交流が生まれ、にぎわいと活力にあふれるまち』 

観光、産業、スポーツ、芸術文化などあらゆる分野において、国内外を問

わず、多くの人々が行き交い、市民との多様な交流を創出することにより、

にぎわいと活力にあふれるまちをめざします。 

 

成長都市 

 

『未来に向かって、着実に成長するまち』 

緑豊かな充実した生活環境を維持・向上させるとともに、本市の歴史や

様々な魅力に市民が誇りと愛着を持てるまちづくりを実践し、未来に向かっ

て、着実に成長するまちをめざします。 

 

 

本市には、このまちにゆかりのある先人たちの精神や行動の中に、この 3 つの都市像をよ

く表す先達の存在を実感できるというかけがえのない「つよみ」があります。 

このことから、本市がめざす人間像は、先人たちの精神や行動に学びながら、新しい時代

を切り拓く力を育むことを目標とし次のとおり設定します。 

 

 

めざす人間像 

希望を懐
いだ

く人 交流に励む人 成長に挑む人 

令和 3年 2月制定 
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３ 計画の位置付けと体系 

北広島市教育振興基本計画（2021-2030）は市総合計画（第6次）と整合性を図り、教育基

本構想、教育振興基本計画及び教育推進計画で構成します。 

 

（１）教育基本構想 ＜計画期間：10年間＞ 

教育理念の実現に向けて、育みたい人間像やその育成のための教育の振興に関する基本

目標と目標実現のための政策を示すものです。計画期間は、令和3年度（2021年度）から

令和12年度（2030年度）までの10年間とします。 

（２）教育振興基本計画 ＜計画期間：前期5年間、後期5年間＞ 

教育基本構想に基づき、その実現に向けた政策・施策を体系的に示すものです。教育を

取り巻く情勢や社会経済環境の変化などに応じて柔軟に見直しできる計画とします。 

  前期5年間： 令和3年度（2021年度）から令和7年度（2025年度）まで 

  後期5年間： 令和8年度（2026年度）から令和12年度（2030年度）まで 

（３）教育推進計画 ＜計画期間：3年間＞ 

教育基本構想及び教育振興基本計画に基づき、基本目標の実現に向けた具体的な事業を

示すものです。 

計画期間は3年間とし、毎年施策の点検評価を行い、その進捗状況を広く情報提供する

とともに、市の総合計画（第6次）における推進計画と整合性を図りながら、社会状況の

変化や時代の要請、国・道の動向を踏まえて、毎年度策定します。 

 

  

￥ｂｂ  
令和 6 年度 

（２０２４） 

令和 7 年度 

（２０２５） 

令和 8 年度 

（２０２６） 

令和 9 年度 

（２０２７） 

令和 10 年度 

（２０２８） 

令和 11 年度 

（２０２９） 

令和 12 年度 

（２０３０） 

       

       

       

       

 

 

      

 

 

      

 

 

      

 

北広島市教育振興基本計画（2021-2030） 

中間見直し 見直し後 

点検･評価

見直し 

点検･評価

見直し 

点検･評価

見直し 

点検･評価

見直し 

前期５年間 後期５年間 
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「北広島市総合計画（第6次）」との位置付けを表すと次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 

  

 

北広島市総合計画（第６次）体系 

自 然 と 創 造 の 調 和 し た 豊 か な 都 市 

まちづくりのテーマ 

めざす都市像 希望都市 成長都市 

交流都市 

基 本 目 標 

ともに歩み 
笑顔が輝く 

まち 

つながり 
成長するまち 

だれもが 
安全に 

暮らせるまち 

住みよい環境に 
かこまれた 

まち 

福祉・健康 教育・文化 安全・安心 都市基盤・生活環境 市民・行政 

北広島市教育振興基本計画（2021-2030）体系 

めざす人間像 

学 び 合 い 心 を 育 む ９ ８ つ の 政 策 と 2624 の 施 策 

希望を懐(いだ)く人 

先人： Ｗ.Ｓ.クラーク博士 

交流に励む人 

先人： 和田 郁次郎翁 

成長に挑む人 

先人： 中山 久蔵翁 

学び合い 
心を育むまち 

活力みなぎる 
産業と交流の 

まち 

産業・観光 

豊かな知性や心と 健やかな身体をもって 

自然と創造の調和を図り、郷土を愛し、未来を切り拓く人を育む 

北広島市教育理念 
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４ 北広島市教育ビジョン 

北広島市教育基本計画（2011-2020）では、2011 年度から 2020 年度までにおける教育施策

のテーマを「大志をいだき学ぶまち・きたひろしま」として、これまでの学校教育と社会教

育の両輪による推進体制からさらに踏み込み、社会の変化により柔軟に対応し、北広島の特

性を生かした教育施策が展開できるよう、学校教育と社会教育が互いに乗り入れ結び合う、

新しい推進体制を構築していくこととし、ライフステージにあった学習環境を整備する「縦

軸」と、地域における人材や関係機関・団体などの持続的な連携協力を広める「横軸」の取組

を密接に結び合わせ、それぞれの関係性を強めてきました。 

北広島市教育振興基本計画（2021-2030）では、これまでの「縦軸」と「横軸」の取組をさ

らに深め、高度化するＩＣＴ※１社会等に対応できる力の育成など、これからの社会の大きな

変化に対応できる力を育むため、学校・家庭・地域等が相互に支え合い、社会総がかりで、他

者の個性を尊重しながら学び合う環境を整備するとともに、教育を通じて生涯にわたる一人

一人の「可能性」と「チャンス」を最大化することを 2021 年度から 2030 年度までにおける

10 年間の重点事項とし、それを簡潔に表現することとして、次のとおり北広島市教育ビジョ

ン及びテーマを設定します。 

 

 

北広島市教育ビジョン 

 

生涯にわたる学び合いをとおして、誰もが活躍できる社会の実現 

 

 

 

テーマ 

 

大志をいだき未来を切り拓くまち・きたひろしま 

 

 

 

 

 

 

 

 

････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 

※1 情報通信技術（Information and Communication Technology）の略称。コンピュータや情報通信ネットワー

クなどの情報コミュニケーション技術のこと。 
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≪北広島市教育ビジョン・テーマを進める上での視点について≫ 

北広島市教育振興基本計画（2021-2030）における北広島市教育ビジョン、テーマ及び政策・

施策を推進する視点については、これまでの教育基本計画を踏まえ、国の第 3 期教育振興基

本計画を参酌するとともに、改訂された学習指導要領、今日課題とされている事項を踏まえ、

市民一人一人が、将来の変化を予測することが困難な時代を前に、現在と未来に向けて、障

がいの有無等にかかわらず、支え合って未来を切り拓いていく力を生涯にわたって育み、そ

れらを活用できる社会の実現をめざし、次の視点で進めることとします。 

 

 

□視点１ 生涯にわたって学び合う学習環境の充実と活躍できる環境の整備 

いつでも、どこでも、だれでも、何度でも学習することができる学び合いの 

学習環境を充実するとともに、学習したことを活用できる環境を整備する視点 

 

□視点２ 誰もが社会の担い手となるための学びの環境の整備 

障がいの有無や、日本語指導の必要性、不登校、家庭環境などにかかわらず、 

多様な観点のニーズに対応した学習機会の提供を図り、一人一人の可能性を最 

大化する視点 

 

□視点３ 学校、家庭及び地域等が一体となった教育力の向上 

学校、家庭、地域住民、企業や行政等が、それぞれの役割と責任を自覚し、 

相互が補完し合うなどの連携協力・協働により、地域の教育力の向上を図り新 

たな地域づくりを進めていく視点 

 

□視点４ 持続可能な社会づくりの担い手を育む教育の推進 

世界における環境、貧困、人権、平和、開発などの様々な現代社会の課題を 

自らの問題として捉え、それらの課題の解決につながる新たな価値観や行動を 

生み出す力を育むとともに、他者の個性や違いを尊重しながらより良い社会の 

創造に向けて共に考え行動できる力を育むことにより持続可能な社会を創造す 

る担い手を育てる視点 
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第４章 北広島市教育振興基本計画（2021-2030） 

～学び合い心を育てる９８つの政策と２６２４の施策～ 

北広島市教育ビジョン 生涯にわたる学び合いをとおして、誰もが活躍できる 

社会の実現 

テーマ 「大志をいだき未来を切り拓くまち・きたひろしま」 

  

９８つの政策 ２６２４の施策 

政策１ 

「生きる力」を育む学校教育の推進 

１ 義務教育９年間の学びを支える教育活動の展開 

２ 豊かな心を育む教育の充実 

３ 確かな学力を育てる教育の充実 

４ 健やかな体を育てる教育の充実 

５ 特別支援教育の充実 

６ 社会の変化や課題に対応した教育の推進 

政策２ 

信頼され、魅力ある学校づくりの推進 

７ 地域とともにある学校づくりの推進 

８ 教育環境の整備 

９ 学校ＩＣＴ環境の整備 

10 教育機会の確保 

政策３ 

やさしく支え合う教育連携の推進 

1011 幼児教育・家庭の教育力向上への支援の充実 

1112 教育相談体制の充実 

1213 地域が支える健全育成活動の充実 

政策４ 

結び合い、学び合う社会教育の推進 

1314 人を育む社会教育の充実 

1415 学び合う生涯学習機会の充実 

1516 学びと活動・活躍の循環 

政策５ 

スポーツ活動の推進  

16 健康で生きがいのあるスポーツ活動の推進 

17 競技スポーツへの支援 

18 スポーツライフの充実と環境整備 

政策６５ 

芸術文化活動の振興 

1917 だれもが参加できる地域文化の振興 

2018 創造と交流を生む芸術文化活動の展開 

政策７６ 

郷土愛を育む教育活動の推進 

2119 エコミュージアム構想の推進 

2220 文化財の保存と活用 

政策８７ 

生涯にわたる読書活動の推進 

2321 図書館サービスの充実 

2422 地域まるごと読書活動支援の充実 

政策９８ 

開かれた教育行政の推進、確かな 

教育行政の運営 

2523 開かれた教育行政の推進 

2624 確かな教育行政の運営 
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【政策１】 「生きる力」を育む学校教育の推進 

 

 現況と課題  

社会の在り方が劇的に変わる「Society5.0※1 時代」など、先行き不透明で予測困難な時代

が到来し、「ＶＵＣＡ※2」の時代とも言われる社会の変化の中で、日本の学校教育は更なる高

みを目指しています。子どもたち一人ひとりが予測できない変化に主体的に向き合って関わ

り合い、その過程を通して、自らの可能性を発揮し、よりよい社会と幸福な人生の創り手と

なっていけるようにすることが重要です。その上で、「主体的・対話的で深い学び」の実現と

合わせて、新しい時代の学校教育を目指した「個別最適な学び」と「協働的な学び」の一体的

な充実が求められています。 

 健やかな体を育む基礎となる学校体育・学校保健の充実とともに、体力の源である食の正

しい知識と望ましい食習慣の確立が求められています。 

 子どもが主体的に道徳性を養っていくために、これからの道徳の授業では、子どもの実態

に合った学習指導過程や学習方法を工夫改善しながら「考え、議論する道徳」の授業へと質

的転換を図っていくことが求められています。 

 学習意欲の向上や責任感の醸成等を図る上で、部活動などの生徒の自主的・自発的な活動

を推進することが必要となっています。 

 ＳＤＧｓ※３の達成に向け、持続可能な社会の担い手を育む教育（ＥＳＤ※４など）の推進が

求められています。 

 姉妹都市・広島県東広島市との交流を通して、お互いの歴史や文化の理解とふるさと意識

の醸成が求められています。 

 国際化社会で活躍できる人材を育成するため、外国語教育などの強化を図ることが求めら

れています。 

 

 

････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 

※1 （ソサエティ5.0）：サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステ

ムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する人間中心の社会のこと。例えば、大量な情報の中から必要な

情報だけをＡＩ（人工知能）が判別し、人間に提供するなど。 

※2 （ブーカ）：変動性（Volatility）、不確実性（Uncertainty）、複雑性（Complexity）、曖昧性（Ambiguity）

の頭文字を取った用語であり、現代のビジネスや社会において、急速な変化や予測困難な状況を表すこと。 

※3 （エスディージーズ）：英語の Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）の略。平成 27 年

（2015 年）9 月の国連サミットで採択された令和 12 年（2030 年）までの国際目標であり、持続可能な世界を実現

するための 17 のゴール・169 のターゲットから構成されている。 

※4 （イーエスディ）：英語のEducation for Sustainable Development（持続可能な開発のための教育）の

略。現代社会の課題を自らの問題と捉え、身近なところから取り組む学習や活動。持続可能な社会づくりの担い

手を育む教育。 
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 基本的方向  

■義務教育 9年間で児童生徒の学びを支える小中一貫教育を推進します。 

■豊かな心を育むため、自分の大切さとともに、他者の大切さを認めるなど、子どもの豊か

な人間性と多様な能力を育む教育を推進します。 

■基礎的・基本的な知識や技能、課題を解決するための思考力・判断力・表現力や主体的な

学習態度を育成し、目標の実現や課題の解決を図ることができる確かな学力を育てる教育を

充実します。 

■体力、運動能力の向上を図るとともに、体力の源である食の正しい知識や望ましい食習慣

の確立など健やかな体を育てる教育を充実します。 

■災害時や平常時の各種活動拠点として、防災食育センターの活用を図ります。 

■一人一人の教育的ニーズに応じた、きめ細かな指導や支援の充実を図ります。 

■社会の変化や課題等の解決に向けた主体的な取組を通して、人格の発達や自律心、判断力、

責任感などの人間性を育むとともに、他者や社会、自然環境との関係性を認識し、「関わり」

「つながり」を尊重できる個人を育む教育を充実します。 

■姉妹都市・広島県東広島市との交流を通して、お互いの歴史や文化を理解し、ふるさと意

識の醸成を推進します。 

■国際化社会で活躍する人材を育成するために外国語教育の充実を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



31 
 

  施 策   

１ 義務教育 9年間の学びを支える教育活動の展開 

●義務教育 9 年間の学びを支える小中一貫教育を推進するとともに、学校の課題に対応し

た教育体制の整備を図ります。 

 

２ 豊かな心を育む教育の充実 

●豊かな情操や規範意識、自他の生命の尊重、自己肯定感、他者への思いやりの心など、

豊かな心を育む教育を推進します。 

●学校図書館を活用し、児童生徒の豊かな感性や想像力を育む読書活動を推進します。 

 

３ 確かな学力を育てる教育の充実 

●学ぶ楽しさや知る喜びを実感できるよう、体験的、探究的な学びを推進します。 

 

４ 健やかな体を育てる教育の充実 

●「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」の結果等を活用し、子どもの体力・運動能力の

向上を図ります。 

●食育による「食べる力」を身に付けるため、家庭や学校、地域と連携した食育に取り組

み、生涯にわたり実践し続けるための「食育の環
わ

」の形成を図ります。 

●安全で安心な給食を提供するため、新たに整備した小学校給食調理場の機能を持つ施設

の活用を図るとともに、中学校給食調理場の計画的な更新を図ります。 

●防災食育センターにおいて、災害時における炊き出しや避難所等への食料の配送を実施

するとともに、平常時における防災や食育に関する啓発活動を推進します。 

 

５ 特別支援教育の充実 

●特別な支援を必要とする児童生徒に対応するため、一人一人の教育的ニーズに応じた指

導や支援を図ります。 

 

  



32 
 

６ 社会の変化や課題に対応した教育の推進 

●体験、体感を重視した学習指導により、体系的な思考力、代替案を思考する力、データ

や情報の分析能力、コミュニケーション能力、リーダーシップの向上などを育む教育を推

進します。 

●姉妹都市・東広島市との交流を通して児童生徒のふるさと意識の醸成を図るとともに、

キャリア教育、防災教育、消費者教育、平和教育等を推進します。 

●外国語でのコミュニケーション能力を育むため、外国語指導助手（ＡＬＴ）の活用や対

話を重視した授業への転換を図るとともに、英語検定等を受検する児童生徒への支援を行

うこと等により、国際化社会に対応した外国語教育を推進します。 

●プロスポーツチーム等と連携した特色ある教育を推進するとともに、ボールパーク内の

施設や機能を活用した教育の取組について検討します。 

 

 

 

 

≪参考≫ 教育推進計画における施策を進める個別事業と 

教育委員会の事務に関する点検・評価報告書における「成果を示す主な指標」 

施策１ 

◉ 学校教育振興事業 

◉ 学校教育相談員活用事業 

◉ 小中一貫教育推進事業 

 

  

目標値

70.0%

成果指標 現状値

　「小中学校における教育内容の充実」の満足度（市民意識調査）
58.6％

（R6年度）

目標値

100.0%

100.0%

100..0%

80.0%

成果指標 現状値

小55.6%
中100.0%

９年間を
見とおした
指導計画の
立案・作成

学校区での
授業交流と
合同研修
の実施

「児童生徒の姿や地域の現状等に関する調査や各種データ等に基づき、
教育課程を編成し、実施し、評価して改善を図る一連のRPDCAを確立し
ていると回答した学校の割合」（学校教育の推進方針）

「近隣等の小、中学校と教科の教育課程の接続や教科に関する共通の
目標設定など教育課程に関する共通の取組をよく行ったと回答した学校
の割合」（学校教育の推進方針）

「近隣等の小・中学校と授業研究を行うなど、合同して研修をよく行ったと
回答した学校の割合」（学校教育の推進方針）

「個々の教員が自らの専門性を高めるため、校外の各教科等の教育に関
する研究会等に定期的・継続的によく参加していると回答した学校の割
合」（学校教育の推進方針）

小88.9%
中100.0%

小88.9%
中100.0%

小88.9%
中100.0%
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施策２ 

◉ 地域に根ざした特色ある学校教育推進事業 

◉ 学校図書館活用事業 

◉ 創意工夫展・書写展事業 

 

施策３ 

◉ 学力向上推進事業 

 

施策４ 

◉ 中学校体育連盟支援事業 

◉ 全国全道中体連・中学校文化部活動大会出場支援事業 

◉ 子どもの体力向上推進研究事業 

◉ 学校給食衛生管理事業 

◉ 食に関する学びの推進事業  

◉ 中学校給食調理場等設備更新事業 

 
  

目標値

80.0%

90.0%

➡

成果指標 現状値

小25.6冊
中13.2冊

小学校、中学校における年間一人当たりの貸出冊数（図書館調べ）

小73.9%
中79.6%考え議論

する道徳
授業への

実践と
積み上げ

「道徳の授業では、自分の考えを深め、学級やグループで話し合う活動
に取り組んでいると回答した児童生徒の割合」（学校教育の推進方針）

「児童生徒に対して、特別の教科　道徳において、児童生徒自らが自分
自身の問題と考え、話し合うような指導の工夫をよくしていると回答した
学校の割合」（学校教育の推進方針）

小66.7%
中83.3%

目標値

70.0%

70.0%

70.0%

70.0%

小中53.4%

小75.0%
中28.6%

小50.0%
中28.6%

主体的・
対話的で

深い学びの
視点による
授業改善

「授業では、課題の解決に向けて、自分で考え、自分から取り組んでいる
と回答した児童生徒の割合」（学校教育の推進方針）

「話し合う活動を通じて、自分の考えを深めたり、広げたりすることができ
ていると回答した児童生徒の割合」（学校教育の推進方針）

「学習指導において、児童生徒一人一人に応じて、学習課題や活動を工
夫したと回答した学校の割合」（学校教育の推進方針）

「児童生徒が、それぞれのよさを生かしながら、他者と情報交換して話し
合ったり、異なる視点から考えたり、協力し合ったりできるように学習課題
や活動を工夫したと答えた学校の割合」（学校教育の推進方針）

成果指標 現状値

小中45.8%

目標値

男95.0%
女90.0%

成果指標

「授業以外でも自主的に運動したいと回答した小学校５年生の割合」（全国体力・運動
能力、運動習慣等調査（北海道教育委員会・文部科学省））

男92.5%
女83.5%

現状値
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施策５ 

◉ 特別支援教育就学奨励費援助事業 

◉ 特別支援教育推進事業 

 
施策６ 

◉ 姉妹都市子ども大使交流事業 

◉ 外国語指導助手活用事業 

◉ 英語検定等支援事業 

 
  

目標値

100.0%

成果指標 現状値

｢特別支援教育を理解し、授業の中で、児童生徒の特性に応じた指導上の工夫（板書や
説明の仕方、教材の工夫など）を行ったと回答した学校の割合｣（学校教育の推進方針）

小63.0%
中57.0%

目標値

70.0%

成果指標 現状値

｢CEFR（セファール）A1レベル相当以上の英語力を有すると思われる市立中学校3年生
の割合｣（英語教育実施状況調査（文部科学省））

64.0%
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【政策２】 信頼され、魅力ある学校づくりの推進 

 

 現況と課題  

学校が保護者や地域から信頼され、期待に応える教育を実現するためには、子どもを中心

に据え、地域の意見や要望を生かした学校経営を進める必要があります。また、学校からも

適時適切な情報提供を行い、地域の方々の教育活動への参加や学校にある資源を地域へ提供

するなど、学校、家庭、地域が協働して「社会総がかり」で教育を進める「地域とともにある

学校」づくりが求められています。 

 地域全体で子どもたちの学びや成長を支える地域学校協働活動※１の推進には、各種団体と

連携した対応が必要となります。 

家庭や地域の教育へのニーズに対応した教育活動を推進するとともに、学校関係者評価に

よる学校評価の結果や教育活動の成果を保護者や地域へ周知する広報活動等を充実する必要

があります。 

 教職員が子どもの指導に専念し、子どもたちが心身ともに健やかに成長できるよう、学校

の組織運営体制の充実や教職員が担うべき業務の見直しなど、学校における働き方改革の推

進が求められています。 

 家庭の経済状況に関わらず、学びに対して意欲的な児童生徒が質の高い教育を受けられる

よう、経済的な負担の軽減を図る必要があります。 

 学校施設の老朽化が進む一方で、ＩＣＴ※２を活用した新たな学びの実現等が求められてい

ます。安全・安心で魅力ある施設の整備とＩＣＴ機器等を整備し、学びの質の向上や校務の

効率化を進める必要があります。また、児童生徒がより良い教育環境や適正な集団規模の中

で学ぶことができるよう検討する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 

※1 幅広い地域住民の参画を得て、地域全体で子どもたちの学びや成長を支えるとともに、「学校を核とした地

域づくり」をめざして、地域と学校が相互にパートナーとして様々な取組を組み合わせて実施する活動。 

※2 情報通信技術（Information and Communication Technology）の略称。コンピュータや情報通信ネットワー

クなどの情報コミュニケーション技術のこと。 
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 基本的方向  

■学校の教育活動や運営についてのマネジメント・サイクル※１に基づいた継続的な評価や 

評価結果の公表、保護者や地域住民との双方向の協力、学校関係者やコミュニティ・スクー

ル※２からの意見や評価の活用などを通して、「地域とともにある学校」づくりを推進します。 

■コミュニティ・スクールや地域学校協働活動など、学校、家庭、地域が連携・協働し、子ど

もの学びを支える取組の充実を図ります。 

■学校における働き方改革を推進し、教職員が本来担うべき業務に専念できる体制や環境の

確保を図ります。 

■経済的な理由により就学が困難な児童生徒の保護者に対し、必要な援助を行うことによっ

て、児童生徒の教育を受ける機会の確保に努めます。 

■児童生徒の確かな学びを保障するため、より良い教育環境や適正な集団規模の中で学ぶこ

とができるよう検討します。 

■質の高い学びを支える環境づくりや安心して学ぶことができる学校づくり、新しい教育手

法による魅力ある教育活動等、社会の変化や技術の発展等に応じた教育環境を整備します。 

 

  施 策   

７ 地域とともにある学校づくりの推進 

●家庭や地域の教育へのニーズを把握するとともに、学校関係者やコミュニティ・スクー

ルからの学校に対する評価や意見、教育活動の成果等について保護者等へ広く周知します。 

●学校、家庭、地域が連携・協働して児童生徒の学びを支えるコミュニティ・スクールや

地域学校協働活動などの充実を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 

※1 目標を達成するために計画をたて、実行し、評価して改善していく一連の管理体制。 

※2 学校と保護者、地域住民で構成する「学校運営協議会」を設置した学校で、地域住民や保護者などが学校運

営に携わることで、地域とともにある学校づくりを進める仕組み。 
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８ 教育環境の整備 

●学校における働き方改革を推進するため、専門スタッフの配置や校務支援システム※１の

活用等、教職員が本来担うべき業務に専念できる体制や環境の確保を図ります。 

●学校施設長寿命化計画等を踏まえ、学校施設・設備の計画的かつ効率的な整備や改修を

進めるとともに、児童生徒がより良い教育環境や適正な集団規模の中で学ぶことができる

よう多角的な視点から検討を進めます。 

 

９ 学校ＩＣＴ環境の整備 

●教育ＤＸ※２を推進し、学びの質の向上と校務の効率化を実現するため、学校ＩＣＴ機器

や環境の整備を安定的かつ計画的に進めます。 

 

10 教育機会の確保 

●誰一人取り残されない子どもの学びを確保するため、教育に関する支援等を進めます。 

●学用品費、通学用品費、体育実技用具費等の小中学校の就学に必要な経費の援助や、奨

学金等の支給により高等学校等への就学を支援します。 

 

 

※コミュニティ・スクールは令和 5 年度に市内全中学校区への導入が完了したことから削除する。 

 

 

 

 

 

 

 

････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 

※1 教職員の校務負担軽減や標準化のために導入した共同利用型システム。 

※2 「Digital Transformation」の略。デジタル技術を活用して学習や校務を改善し、個別最適な学びや教職員

の負担軽減を図る取組。 

目標値

70.0%

70.0%

 全中学校区
 （分校を除

 く。）

成果指標 現状値

　「家庭、学校、地域が連携した教育体制の構築」の満足度（市民意識調査）
59.8％

（R6年度）

 　市立学校のコミュニティ・スクール導入中学校区数
 全中学校区
 （R6年度）

　「豊かな学校生活を支える施設・設備の充実」の満足度（市民意識調査）
54.4％

（R6年度）
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≪参考≫ 教育推進計画における施策を進める個別事業と 

教育委員会の事務に関する点検・評価報告書における「成果を示す主な指標」 

 施策７ 

◉ 学校支援地域本部事業 

◉ コミュニティ・スクール推進事業 

 

施策８ 

◉ 学校教育団体活動支援事業 

◉ 理科教材等整備事業 

◉ 学校放送設備整備事業 

◉ 私立学校教育振興事業 

◉ 学校適正規模・適正配置検討事業 

◉ 西部地区義務教育学校整備事業 

◉ 学校施設管理備品整備事業 

◉ 大曲中学校校舎防音機能復旧事業 

◉ 西部小学校講堂防音機能復旧事業 

◉ 働き方改革推進事業 

◉ ゼロカーボン推進事業 

◉ 小中学校エアコン等冷房設備整備事業 

 
施策９ 

◉ 学校ＩＣＴ環境整備事業 

 

  

目標値

200人

50.0%

成果指標 現状値

学校支援ボランティア登録数（北広島市の社会教育） 171人

｢地域や社会をよくするために何かしてみたいと考える児童生徒の割合｣（全国学力学習
状況調査）

小36.3％
中29.8％

目標値

0人
時間外在校等時間が月 80 時間超の教職員数（延べ人数）（北広島市立学校の教育職
員に係る時間外在校等時間の状況について）

小13人
中122人

成果指標 現状値

目標値

100.0%

100.0%

成果指標 現状値

｢令和２年度、３年度に整備した学習者用コンピュータの更新率｣（文部科学省「GIGAス
クール構想の実現　学習者用コンピュータの調達等ガイドライン」）　※R７年度から更新
予定

0%

｢市で設定したＩＣＴ活用の到達目標を達成した教職員の割合｣（北広島市学校ICT活用
推進計画）

小82.0%
中71.0%
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施策 10 

◉ 児童生徒の通学費支援事業 

◉ 要保護・準要保護児童生徒援助事業 

◉ 高等学校等入学準備金支給事業 

◉ 奨学金支給事業 

◉ 高等学校等通学費助成事業 

◉ 帰国・外国人児童生徒教育支援事業 

◉ 夜間中学校費用負担事業 

 

 

  

目標値

―

―

児童生徒の通学費支援事業等（夜間中学校費用負担事業を除く。）
「経費の一部助成又は必要な費用を援助することで、経済的負担の軽減が図られる。」

―

成果指標 現状値

夜間中学校費用負担事業
就学の機会の提供等
「地方公共団体は、学齢期を経過した者であって学校における就学の機会が提供され
なかったもののうちにその機会の提供を希望する者が多く存在することを踏まえ、夜間そ
の他特別な時間において授業を行う学校における就学の機会の提供その他の必要な
措置を講ずるものとする。」（義務教育機会確保法）

―
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【政策３】 やさしく支え合う教育連携の推進 

 

 現況と課題  

子どもに関わる大人が立場を超えて連携し、架け橋期（義務教育開始前後の 5 歳児から小

学校 1 年生の 2 年間）にふさわしい主体的・対話的で深い学びの実現を図ることが求められ

ています。 

青少年の健全育成を図る上で、家庭教育は、子どもが基本的な生活習慣・生活能力、豊か

な情操、他者に対する思いやりや善悪の判断などの基本的倫理観を身に付ける上で重要な役

割を果たすものです。保護者が、青少年の発達段階に応じてインターネットの利用を適切に

管理できるよう、インターネット利用に関する「親子のルールづくり」など家庭等で日々の

生活習慣を見直す取組等が求められています。 

 市立学校には、心の教室相談員※１を配置して、児童生徒の悩み事などの相談に対応してい

ますが、より複雑化した事案への対応が必要となっています。 

 不登校児童生徒への対応については、相談・指導・訪問体制を充実していく必要があり、

関係機関との連携や支援を強化して取り組んでいく必要があります。 

 全国的にいじめの重大事態の発生件数が増加傾向にあります。このことから、いじめ防止

基本方針に基づく対策を効果的に推進し、子どもの自己有用感を育むとともに、いじめの未

然防止から再発防止に至るいじめを重大事態化させない取組等を進めていく必要があります。 

 登下校時に子どもが犯罪の被害に遭う事案が全国的に社会問題化しており、地域で子ども

を守り育てる活動や機運の醸成を図る必要があります。 

 放課後の児童の安全・安心な居場所の一つとして「放課後子ども教室※２」を充実する必要

がありますが、これに携わる支援者の確保等が課題となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 

※1 児童生徒の悩みや不安、ストレス等の解消を図ることを目的として、各小中学校に配置している相談員。 

※2 学校の余裕教室などを活用し、地域住民の方の協力を得て、児童が放課後に学習や体験活動などを行う教室。

地域学校協働活動の取組の一つ。 
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 基本的方向  

■「生きる力」の基礎や生涯にわたる人格形成の基礎を培う小学校就学前から小学校教育へ

の円滑な接続を充実させます。 

■基本的な生活習慣や自立心の育成など、関係機関と連携し、家庭教育への支援を進めます。 

■いじめ問題や不登校児童生徒への支援のため、関係機関との連携強化と専門的人材の活用

を進め、組織的・機動的な対応による早期発見・早期対応と未然防止の取組を推進します。 

■青少年を健やかに育む安全・安心な育成環境を確保するため、家庭、学校、地域との連携

を強化し、主体的な健全育成活動を支援します。 

■登下校時における事件・事故から子どもを守るため、保護者や地域住民、警察等の関係機

関と連携した安全確保対策を推進します。 

■児童が放課後を安全・安心に過ごし、多様な体験や活動ができる活動拠点として「放課後

子ども教室」の充実を図ります。 

 

  施 策   

1011 幼児教育・家庭の教育力向上への支援の充実 

●小学校就学前から小学校教育への円滑な接続に向け、幼稚園・保育所・認定こども園、

家庭等と連携した取組を推進します。 

●家庭の教育力向上のため、関係する団体等と連携し、家庭教育支援に関する実践活動・

交流活動を行うとともに、家庭教育に関する実践・啓発活動を推進します。 

●北広島市ＰＴＡ連合会を支援するとともに、連合会と連携した家庭の教育力向上などの

取組を推進します。 

 

1112 教育相談体制の充実 

●スクールカウンセラー※１やスクールソーシャルワーカー※２などの専門人材を活用して、

いじめや不登校の未然防止と早期発見、早期対応の取組や支援を進めるとともに、各学校

における校内教育支援センター※３や教育支援センターみらい塾の充実を図ります。 

 

 

 

････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 

※1 いじめ、不登校などの課題に対して、心理に関する専門的見地から児童生徒・保護者へのカウンセリングや

教職員への助言を行う専門職。 

※2 いじめ、不登校などの課題に対して、福祉や教育などに関する専門的見地から背景にある家庭・地域の環

境を調整し、関係機関との連携や支援につなぐ専門職。 

※3 学校内の空き教室等に設け、教室での学習が難しい児童生徒のための学習・生活支援の場。 
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1213 地域が支える健全育成活動の充実 

●家庭、学校、地域との連携を強化するとともに、地域の教育力の向上や各地区の健全育

成活動を支援します。 

●「子ども 110 番の家※１」の取組等、家庭や学校、地域に支えられたボランティア活動を

支援します。 

●「放課後子ども教室」に関わる人材の確保等に向けた体制の整備を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 

※1 子どもが誘拐や暴力、痴漢など、何らかの被害に遭った又は遭いそうになったと助けを求めてきたときに、

子どもを保護するとともに、警察、学校、家庭などへ連絡するなどして、地域ぐるみで子どもたちの安全を守って

いくボランティア活動。 

目標値

70.0%　「子どもを健全に育成するための環境の充実」の満足度（市民意識調査）
66.5％

（R6年度）

成果指標 現状値
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≪参考≫ 教育推進計画における施策を進める個別事業と 

教育委員会の事務に関する点検・評価報告書における「成果を示す主な指標」 

施策 11 

◉ 北広島市ＰＴＡ連合会支援事業 

◉ 幼保小連携推進事業 

◉ 家庭教育支援事業 

 

施策 12 

◉ 心の教室相談事業 

◉ 不登校いじめ対策・教育相談事業 

 

  

目標値

80.0%

小80.0%
中50.0%

100.0%

100.0%

６回

成果指標 現状値

小72.6%
中73.7%

子育てに関する保護者向け学習機会の実施数（北広島市の社会教育） ４回

家庭、地域
と連携を図
った学習・
生活習慣
の確立

「家族とスマートフォン、コンピュータの使い方について家の人と約束した
ことを守っている児童・生徒の割合」（学校教育の推進方針）

「家庭学習を1日当たり小学生は1時間以上、中学生は2時間以上実施し
ている児童・生徒の割合」（学校教育の推進方針）

小58.0%
中24.0%

「アプローチカリキュラム・スタートカリキュラムの作成状況」（幼保小連携に関わるアン
ケート）

幼・保71.0％
小100.0％

75.0%
域内の幼児教育施設の意見を踏まえて小学校入学後のスタートカリキュラムを編成して
いる小学校の割合（教育活動等に関する調査）

目標値

90.0%

100.0%

100.0%

成果指標 現状値

「いじめは、どんな理由があってもいけないことだと思うと回答した児童生徒の割合」（学
校教育の推進方針）

小86.2%
中88.5%

「いじめの認知件数のうち、解消しているものの割合」（児童生徒の問題行動・不登校等
生徒指導上の諸課題に関する調査）

小100.0%
中87.3%

「望ましい人間関係の構築に向けたソーシャルスキルトレーニング等を複数回実施して
いる学校の割合」（いじめの問題の実態把握及びその対応状況等調査）

小66.7％
中57.1％
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施策 13 

◉ 青少年健全育成事業 

◉ 青少年安全対策事業 

◉ はたちのつどい開催事業 

◉ 放課後子ども教室事業 

 

  

目標値

100.0%

85.0%

５区

はたちのつどい参加率／「参加者数÷対象者数×100」（北広島市の社会教育） 84.1%

放課後子ども教室を実施する小学校区数（北広島市の社会教育） ３区

成果指標 現状値

防犯教室及び防犯訓練の両方を実施している学校の割合（体育・保健・安全に関する調
査）

小88.9%
中100.0%
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【政策４】 結び合い、学び合う社会教育の推進 

 

 現況と課題  

「人生 100 年時代」、「超スマート社会（Society5.0※１)に向けて社会が大きな転換期を迎え

る中、より豊かに生きていく上で生涯学習の重要性は一層高まっています。市民一人一人が

生涯を通して学ぶことができる環境の整備、多様な学習機会の提供、学習した成果が適切に

評価され、それを生かして様々な分野で活動できるようにするための仕組みづくりなど、生

涯学習社会の実現が求められています。 

 市民が世代を超えて互いに学び合い、教え合う相互学習を通じたコミュニティ※２の形成に

向けた支援が求められています。 

 市民の様々な学習意欲に応えるため、学習ニーズを的確に把握し、意欲的・主体的に学習

活動ができるよう、必要な情報の適切な提供に努める必要があります。また、現代的で社会

的な課題に対応した学習機会や市民個々のライフステージに応じた学習機会の充実を図ると

ともに、学習プログラムを工夫していく必要があります。 

 市民による国際交流団体の活動やホームステイの受入れなどが行われており、市民生活の

場における国際化が着実に進行しています。国際化が進展する中で、地域や個人レベルでの

国際理解と国際交流を更に促進していく必要があります。 

 生涯を通じて自らの人生を設計し、活躍することができるよう、必要な知識・技能の習

得、知的・人的ネットワークの構築や健康の保持・増進に資する生涯学習を推進し、学びと

活動・活躍の循環を形成していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 

※1 （ソサエティ5.0）：サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステ

ムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する人間中心の社会のこと。例えば、大量な情報の中から必要な

情報だけをＡＩ（人工知能）が判別し、人間に提供するなど。 

※2 地域社会や共同体。人々が共通の意識をもって生活を営む地域又は集団など。 



46 
 

 基本的方向  

■市民が学び合い、教え合う相互学習を通じ、コミュニティ形成に向けた学習活動や体制づ

くりに努めるとともに、社会教育関係団体や市民の個性ある活動を継続するため、社会教育

の充実を図ります。 

■生涯における学びや現代的で社会的な課題に対応した学習、ライフステージに応じた学習

など、生涯学習機会の充実や市民の主体的な学習活動に対する支援を図ります。 

■生涯学習・社会教育を効果的に進めるため、人づくりをはじめ、学びと活動・活躍の循環

の形成を図ります。 

 

  施 策   

1314 人を育む社会教育の充実 

●学びを通したコミュニティづくりを推進するため、市民による相互学習の活動を支援し

ます。 

●地域課題の解決や地域社会の維持・向上や持続的な発展に向けた市民の主体的な学習活

動を支援し、市民と行政との協働による活動を推進します。 

 

1415 学び合う生涯学習機会の充実 

●市民やサークル団体の生涯学習の成果を生かす機会の創出を図り、市民の生涯学習に対

する理解と関心を深める取組を推進します。 

●市民個々のライフステージに応じた学習ニーズを把握し、多様で豊かな学習機会の提供

を推進します。 

●国際感覚豊かな人材を育成するため、北広島・サスカツーン交流実行委員会※１との連携

により国際交流の推進と国際理解を深める各種機会の提供を図ります。 

●カナダ・サスカツーン市等との国際交流を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 

※1 サスカツーン市との人材育成にかかる交流事業を推進することを通して、市民レベルの相互理解と友好親

善及び個性豊かなまちづくりに寄与することを目的とする団体。現在は平成 3 年（1991 年）から続く高校生の相

互派遣を中心に活動。 
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1516 学びと活動・活躍の循環 

●学びの拠点施設である社会教育施設の効果的な利用と適切な維持管理を進めます。 

●レクリエーションの森の適切な維持管理を行うとともに、自然の魅力を発揮できるよう、

施設の再整備など、民間活力の活用を含め、今後のあり方について検討します。 

●社会教育関係団体等が実施する学びに関する情報の発信を通し、学びの循環を図ります。 

●生涯学習に関わる団体相互の交流や地域間での交流を促進することにより、人と地域と

団体がそれぞれの良さを生かして相互に結び合う「学びのネットワークづくり」の構築に

向けた取組を推進します。 

 

 

 

 

≪参考≫ 教育推進計画における施策を進める個別事業と 

教育委員会の事務に関する点検・評価報告書における「成果を示す主な指標」 

施策 14 

◉ 生涯学習市民活動団体支援事業 

◉ 生涯学習振興会支援事業 

 
施策 15 

◉ 元気フェスティバル連携事業 

◉ 北広島・サスカツーン交流連携事業 

 

  

目標値

70.0%

70.0%

成果指標 現状値

　「自然や地域、社会など様々な体験機会の充実」の満足度（市民意識調査）
67.2％

（R6年度）

　「生涯学習活動の機会の充実」の満足度（市民意識調査）
62.8％

（R6年度）

目標値

4,360人3,962人

成果指標 現状値

生涯学習振興会が実施する事業への延べ参加者数（北広島市の社会教育）

目標値

70団体

100人

48団体

北広島・サスカツーン交流連携事業「各種事業への合計延べ参加者数」（北広島市の社
会教育）

60人

成果指標 現状値

元気フェスティバル実行委員会参加団体数（北広島市の社会教育）
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施策 16 

◉ 中央公民館活動推進事業 

◉ レクリエーションの森改修事業 

◉ 学校施設（体育館）開放事業 

◉ 地域運動部活動推進事業 

 

 

 

 

  

目標値

30,000人

105団体

成果指標 現状値

中央公民館、西の里公民館を利用した人数（北広島市の社会教育） 23,920人

学校施設（体育館）開放事業の利用団体数（北広島市の社会教育） 95団体
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【政策５】 スポーツ活動の推進 （削除） 

 

現況と課題 （削除） 

市民だれもが、健康で生きがいのある生活を築くため、それぞれの体力や年齢、技術、興

味、目的に応じて、いつでも、どこでも、いつまでもスポーツに親しむことができる生涯ス

ポーツ社会の実現が求められています。 

 「人生 100 年時代」による健康志向の高まり等、ライフスタイルの変化に伴いスポーツが

多様化し、市民ニーズや利用者層の変化に応じた健康・体力づくり機会の拡充、アダプテッ

ド・スポーツ、多世代交流型スポーツの視点が求められています。 

 若年層のスポーツ機会の減少等の課題を解決し、健康意識の高い市民ニーズの把握に努め、

市民がスポーツ・レクリエーションに親しむことができる機会を広く提供し、各種スポーツ

教室の開催やスポーツ施設の充実、学校体育施設の開放などに取り組む必要があります。 

 更に、子どもたちを取り巻く環境の変化に伴い、小中学生の運動不足や体力低下、スポー

ツ離れなどが課題になっています。スポーツ等を通じて、子どもの心と体の発達を支援する

ことが重要であるため、幼児期からスポーツに親しむ機会の提供を図る必要があります。 

 「北広島市スポーツ振興計画」の策定により、スポーツ施策の総合的なマネジメントを図

る必要があります。また、プロスポーツチーム等との連携・協力を通し、専門性や知見、ブ

ランド力を生かし、スポーツをより身近なものにしていくスポーツ振興を図るための取組が

必要となります。 

 

基本的方向 （削除） 

■市民だれもが、生涯にわたりスポーツ・レクリエーション活動に親しむことができるよう、

生涯スポーツ活動をはじめ、児童生徒や障がいのある方のスポーツ・レクリエーション活動

の支援を推進します。 

■全道・全国大会への出場支援やスポーツ選手の育成など、競技スポーツの支援に努め、ス

ポーツの振興を図ります。 

■多様化する市民ニーズに対応したスポーツ施設の整備と運営を図ります。 

■スポーツ振興計画に基づく計画的なスポーツ振興を図ります。 

■ボールパーク構想がもたらす価値と魅力を生かしたスポーツによるまちづくりを進めます。 

 

  



50 
 

  施 策   （削除） 

16 健康で生きがいのあるスポーツ活動の推進 

●市民だれもが健康で生きがいのある生活が送れるよう、市民との協働による各種スポー

ツ教室やスポーツ活動の推進、健康・体力づくり機会の拡充やアダプテッド・スポーツの

普及を通じて、市民相互のスポーツ交流の促進を図ります。 

●市民の自主的な参加と健康・体力づくりの機会を拡充するため、各種スポーツイベント

の開催をはじめとするスポーツ事業を推進するとともに、スポーツ推進委員や生涯学習振

興会等と連携し、地域におけるスポーツ・レクリエーション活動の振興を図ります。 

●プロスポーツ等の観戦促進などの「みる」スポーツとスポーツボランティアの育成など

の「ささえる」スポーツの環境整備・機会の提供拡大を図ります。 

 

17 競技スポーツへの支援 

●ジュニアスポーツ活動の振興を図るため、スポーツアカデミー事業における選手の強化

育成や裾野拡大、指導者の養成に取り組むとともに、中学校部活動への支援などを行いま

す。 

●市体育協会やスポーツ少年団本部等に対して支援を行い、組織強化と育成を図ることで、

競技者のスポーツ活動の振興を図ります。 

●市民の国際大会や全国大会等への出場を支援するほか、スポーツ大会において優秀な成

績を収めた市民を表彰し、自発的なスポーツ活動を推進します。 

●競技スポーツの低年齢化によるけが等の弊害の予防やスポーツ障害の防止等に係る普及

啓発を図ります。 

 

18 スポーツライフの充実と環境整備 

●市民が安心して利用しやすいスポーツ・レクリエーション環境を整えるため、スポーツ

施設の計画的な整備・改修について検討します。 

●日常的なスポーツ・レクリエーション活動を支援するため、学校開放事業をはじめとす

るスポーツ環境の向上を図ります。 

●市民のスポーツへの関心を高め、地域が一体となってプロスポーツチーム等を応援する

など機運の醸成を図ります。 

●プロスポーツチーム等との連携により、市民や地域のスポーツ振興を図ります。 

●ボールパーク内の施設や機能、人的資源を活用し、市民同士や地域同士をスポーツで結

ぶことにより、スポーツが市民の生活の一部になるような取組を推進します。 

 

  



51 
 

 
 

 

≪参考≫ 教育推進計画における施策を進める個別事業 

施策 16（削除） 

◉ 市民スポーツ活動推進事業【経済部所管】 

◉ F ビレッジハーフマラソン連携事業【経済部所管】 

施策 17（削除） 

◉ スポーツ大会出場支援事業【経済部所管】 

◉ スポーツ協会活動支援事業【経済部所管】 

◉ スポーツ少年団育成事業【経済部所管】 

◉ スポーツアカデミー事業【経済部所管】 

施策 18（削除） 

◉ 学校施設（体育館）開放事業 ➡他施策へ移動 

◉ 地域運動部活動推進事業 ➡他施策へ移動 

◉ スポーツ施設整備事業【経済部所管】 

◉ 緑葉公園運動施設リニューアル検討事業【経済部所管】 

 

  

 目標値

70.0%

70.0%

 　「スポーツ・レクリエーション活動に親しむ機会や環境の充実」の満足度（市
 民意識調査）

 68.8％（H30年度）

 成果指標  現状値

 　スポーツ実施率（週1回以上運動・スポーツを行う人の割合）  55.6％（H29年度）
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【政策６５】 芸術文化活動の振興 

 

 現況と課題  

社会の変化が急速に進む今日においても、文化的な環境の中で創造性を育み、表現力を高

め、心豊かな社会づくりを進めていくことが求められています。 

 本市においては、芸術文化ホール開設以来、芸術文化に関して、鑑賞する場や発表の機会

の充実が図られてきました。今後も、だれもが身近なものとして芸術文化に親しみを持って

参加することができる環境を整備していく必要があります。 

 そのために、芸術文化活動が持つ価値を生かし、関係機関との連携や主体的に活動を進め

る団体を支援する体制を整備することはもとより、芸術文化活動が地域のコミュニティ※１づ

くりなどに生かされるよう支援を進める必要があります。 

 活動を支える文化施設については、開設から 25 年以上が経過し、活動に適した十分な環

境が保たれるよう計画的に改修を行う必要があります。 

 

 基本的方向  

■市民の芸術文化活動を振興し、地域文化の創造及び発展を図ります。 

■本市の魅力が生かされる芸術文化活動の展開により、市民が心の豊かさや生きがいを感じ

ることができるよう文化の香り高いまちづくりを推進します。 

■芸術文化の創造を担う人材の育成と鑑賞機会の充実に努めるとともに、市民の交流の場を

広げる芸術文化活動の振興を図ります。 

■芸術文化ホールの施設機能の維持向上のため、施設の老朽化及び利用実態、行動様式や価

値観等の変化に対応した大規模改修について検討を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 

※1 地域社会や共同体。人々が共通の意識をもって生活を営む地域又は集団など。 
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  施 策   

1917 だれもが参加できる地域文化の振興 

●各種公演や展示、体験事業など本市の魅力を生かした芸術文化に、市民が身近に触れる

ことができる機会を提供します。 

●優れた芸術文化活動に対して表彰を行うとともに、それらの優れた成果を生かした活動

を支援します。 

●青少年が行う芸術文化活動を支援します。 

●芸術文化活動に主体的に取り組む市民団体やサークル団体を支援します。 

●芸術文化ホールの計画的な改修と整備を進め、機能の維持と利便性の向上を図ります。 

 

2018 創造と交流を生む芸術文化活動の展開 

●芸術文化活動を支援する団体や他の公共ホール等と連携し、国内や道内で活躍する優れ

たアーティストの演奏や作品の鑑賞機会を提供します。 

●芸術文化ホール等の活用により、市民が芸術文化を身近に感じ、市民同士の交流を育む

機会の創出を図ります。 

●ボランティア団体と連携し、市民に親しまれる芸術文化ホールの運営を進めます。 

●ボールパーク構想※１と連携した芸術文化の振興を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 

※１ 官民連携プロジェクトとして、新球場を核としたボールパークを整備することで、まちづくりの様々な分

野に波及効果を生み出し、持続可能な都市経営と地域課題の解決を図る構想。 

目標値

75.0%

95,000人

成果指標 現状値

　「芸術や文化に触れ親しむ機会の充実」の満足度（市民意識調査）
69.3％

（R6年度）

　芸術文化ホールの利用者数
60,097人

（R6年度）
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≪参考≫ 教育推進計画における施策を進める個別事業と 

教育委員会の事務に関する点検・評価報告書における「成果を示す主な指標」 

施策 17 

◉ スポーツ賞・文化賞等表彰事業 

◉ 文化団体活動支援事業 

◉ 市民文化祭奨励事業 

◉ 青少年芸術文化大会出場支援事業 

 
施策 18 

◉ 芸術文化ホール運営委員会連携事業 

◉ 花ホールスタッフの会支援事業 

 

 

  

目標値

4,000件
芸術文化ホール（ホール・楽屋・ギャラリー・活動室・練習室）の利用件数（北広島市の
社会教育）

3,090件

成果指標 現状値

目標値

7,500人

85.0%78.7%

運営委員会
主催事業

「芸術文化ホール運営委員会主催事業の参加者数」（北広島市の社会
教育）

「芸術文化ホール運営委員会主催事業における参加率」（北広島市の社
会教育）

成果指標 現状値

4,420人
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【政策７６】 郷土愛を育む教育活動の推進 

 

 現況と課題  

国指定の史跡である特別天然記念物野幌原始林や旧島松駅逓所などの貴重な自然・歴史遺

産、太古の様子を物語る化石などを守り、次の世代へ正しく継承していく必要があります。 

 市民が身近なものとして郷土の自然や歴史等に親しみ、正しく理解し、郷土を愛する心を

育むことが大切です。 

 エコミュージアム※１の普及推進の拠点である「エコミュージアムセンター知新の駅」につ

いては、エコミュージアムに関する情報の収集と発信、調査研究、展示のほか、郷土に関す

る学習機会を提供する中心的役割が求められています。 

 市民自らが郷土の自然や歴史の理解に努める取組として、地域の遺産をあるがままに保存

し、活用する「北広島エコミュージアム構想※２（まるごときたひろ博物館）」を更に進める

必要があります。 

 

 基本的方向  

■市民のだれもが本市を良く知り、誇りに思う心を培うとともに、本市の自然や歴史的遺産

を大切に守り育てることができるよう、エコミュージアム構想の推進に携わる人材の育成を

進めるとともに、学習機会の充実や市民協働による事業を推進します。 

■歴史遺産や自然遺産などの保存と活用を進めるとともに、市民が身近に郷土の文化財など

に触れることができる環境づくりを推進します。 

■国指定史跡旧島松駅逓所が持つ歴史的な価値を発信し、地域資源として活用するととも

に、さらなる充実のため周辺整備を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 

※1 環境問題に関わるエコロジー（生態学）と地方経済の復興に関わるエコノミー（経済学）の「エコ」と

「ミュージアム（博物館）」を合体させた造語で、地域全体を屋根のない博物館として捉える考え方。 

※2 市全体を博物館として捉え、各地に存在する自然や歴史、産業などの遺産を、行政と市民の協働により再

発見し、現地で保存・展示することを通して、市民のまちを誇りに思う心や郷土愛を醸成し、魅力ある地域づく

りを進める構想。 
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  施 策   

2119  エコミュージアム構想の推進 

●エコミュージアム構想を推進し、各地域の自然遺産・歴史遺産・産業遺産等を現地にお

いて保全・活用する環境を整備します。 

●市民参加による郷土学習や体験学習を通して、北広島の魅力を感じてもらうとともに、

シビックプライド※１の考えを育む機会を提供します。 

●重要な郷土資料の保全、インターネット等を活用した情報の発信・提供、資料の展示、

学校等と連携した郷土の教育普及活動を充実するとともに、エコミュージアムセンターを

市民の活動拠点として活用します。 

 

2220 文化財の保存と活用 

●自然や歴史資料等を適切に保存（保全）するとともに、その活用により自然と歴史に対

する市民の理解を深め、貴重な文化財の保存に努めます。 

●自然や歴史資料等の調査研究や収集・保存（保全）を進めます。また、市指定文化財の指

定を行い保存（保全）します。 

●郷土文化の伝承に対する支援を進めます。 

●国指定史跡旧島松駅逓所が持つ歴史的な価値を発信し、地域資源として活用を進めます。

また、さらなる充実のため周辺整備について検討を行います。 

●中山久蔵翁の故郷である太子町（大阪府）と締結した連携協力協定に基づき、文化資源

等の活用や知的資源及び人的資源の交流などの取組を推進します。 

●特別天然記念物野幌原始林については、保存活用計画に基づき、適切な保存・活用を行

い、貴重な文化財として次世代に継承していきます。 

 

 

 

 

 

 

････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 

※1 特定の地域に誇りを持ち、その地域を良くするために貢献しようとする自負心のこと。 

※2 「まるごときたひろ博物館員養成課程」として、北広島の自然遺産や歴史遺産、エコミュージアムなどに

ついて２年間で学ぶ本市独自の講座のこと。 

目標値

70.0%

240人

成果指標 現状値

　「市の歴史や文化に対する意識の浸透」の満足度（市民意識調査）
67.3％

（R6年度）

　まちを好きになる市民大学※2卒業人数
194人

（R6年度末累計）
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≪参考≫ 教育推進計画における施策を進める個別事業と 

教育委員会の事務に関する点検・評価報告書における「成果を示す主な指標」 

施策 19 

◉ エコミュージアム普及推進事業 

 
施策 20 

◉ 文化財保存・活用事業 

◉ 郷土文化伝承支援事業 

◉ 旧島松駅逓所大規模改修事業 

 
 

  

目標値

５件

成果指標 現状値

サテライトの指定数　「サテライト候補地を指定地とする件数」（北広島市の社会教育） ２件

目標値

10,000人旧島松駅逓所年間来観者数　「開館期間中の来館者数」（北広島市の社会教育） 8,162人

成果指標 現状値
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【政策８７】 生涯にわたる読書活動の推進 

 

 現況と課題  

情報のデジタル化が進み、図書館の資料収集と提供方法が大きな転機を迎えつつあります。

また、人口減少や高齢化により来館者数が減少傾向にあるため、ＩＣＴ※１技術等を活用し、

いつでも、どこでも、だれもが利用可能な図書館運営の推進や多様化する市民ニーズ等に対

応していく必要があります。 

 子どもの読書については、「北広島市子どもの読書活動推進計画」に基づき、家庭、地域、

学校が一体となった読書活動を推進しています。市図書館は図書館フィールドネット※２を核

としたボランティアが活躍し、学校図書館は学校図書センターを中心とした子どもの読書活

動の推進に取り組んでいます。 

 学校図書館の環境整備のほか、中学校への司書の巡回配置や、大曲・西の里地区内の小学

校と保育所等においては「まちなか司書※３」が巡回しています。今後、市内全体への拡大が

必要とされています。また、小学校においては、児童図書巡回事業「豆次郎」や電子書籍「デ

ジタル豆次郎」の活用、保育所等においては、絵本巡回事業「小豆（あずき）」を実施してい

ます。加えて、家庭での読書を推進するために保育所等を通じた個別配本「こつぶ」を大曲・

西の里地区で実施しています。 

 今後は、市図書館を中心に、保育所等、学校図書館、そして、高齢者や障がい者など連続

的かつ横断的な視野で地域全体の読書活動を包括的に支援する取組が必要とされています。

図書館は平成 10年 10 月に開館した施設であり、施設・設備の老朽化が進行しています。大

規模改修に向けた検討が必要となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 

※1 情報通信技術（Information and Communication Technology）の略称。コンピュータや情報通信ネットワ

ークなどの情報コミュニケーション技術のこと。 

※2 図書館を拠点に活動するボランティア団体のネットワークのこと。 

※3 子どもたちが読書に親しめるよう地域内の小学校図書館、保育施設を図書館司書が巡回する事業で、配置

された図書館司書の呼称。 
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 基本的方向  

■図書館サービスを広く市民に提供する情報センターとしての図書館をめざすとともに、社

会情勢の変化や市民ニーズに対応した図書館としての今後の在り方について検討します。 

■市図書館が中心となり、地域全体の読書活動を包括的に支援するネットワークを構築し、

子どもから高齢者まで市民の読書活動に密着したサービスの形成を図ります。 

■老朽化が進む図書館の施設・設備について、利用実態、行動様式や価値観等の変化に応じ

て、大規模な改修を検討します。 

 

  施 策   

2321 図書館サービスの充実 

●図書館及び地区分館での資料やデジタル情報の充実に努め、市民が求める資料と情報の

提供を図ります。 

●図書館フィールドネットなど市民との協働により、多世代の方の生涯を通した読書活動

を推進します。 

●市民ニーズや地域課題にも対応できる図書館としての今後の在り方について検討し、図

書館の魅力ある空間づくりを進めます。 

●北広島市公共施設等個別施設計画を踏まえ、施設・設備等の大規模改修を検討します。 

 

2422 地域まるごと読書活動支援の充実 

●各地区の読書ネットワークを整備拡大し、幼児から高齢者までの幅広い市民が読書活動

をしやすい体制づくりを進めます。 

 

 
 

  

目標値

75.0%

8.5冊

成果指標 現状値

　「図書活動に親しむ機会や環境の充実」の満足度（市民意識調査）
72.4％

（R6年度）

　市民一人当たりの図書年間貸出数
6.7冊

（R6年度）
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≪参考≫ 教育推進計画における施策を進める個別事業と 

教育委員会の事務に関する点検・評価報告書における「成果を示す主な指標」 

施策 21 

◉ 図書館サービス提供事業 

◉ 図書館フィールドネット連携事業 

 

施策 22 

◉ 地域まるごと読書活動支援事業 

 
  

目標値

420,000冊

8,000人

384,098冊

団体活動指標　「フィールドネット事業集客数」（北広島市の社会教育） 6,234人

図書館利用実績　「年間貸出冊数」（北広島市の社会教育）

成果指標 現状値

目標値

6,500冊遠隔・館外利用度　「館外での貸出総数」（北広島市の社会教育） 5,410冊

成果指標 現状値
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【政策９８】 開かれた教育行政の推進、確かな教育行政の運営 

 

 現況と課題  

少子化・人口減少、グローバル化の進展、地球規模課題、格差の固定化と再生産など、様々

な社会課題が存在する中、超スマート社会（Society 5.0※１）を見据え、これからの社会を展

望する上で、教育の果たす役割はますます重要となっています。 

こうした中、市民と行政が課題と目標を共有し、その課題の解決や目標の実現に向けて協

働していく開かれた教育行政の推進が求められています。 

 厳しい財政状況が想定される中、教育施設の日常の維持管理をはじめ、教育行政業務の市

民サービスの向上と行政運営の効率化などに取り組み、将来の見通しを持った持続可能で確

かな教育環境の整備が一層求められています。 

 

 基本的方向  

■市民と協働した教育行政を推進するため、開かれた教育行政を推進します。 

■市民と行政との共通理解を深めるため、多様な媒体を利用し広聴活動を推進します。 

■効率的で効果的な教育行政運営を推進し、市民サービスの向上を図ります。 

 

  施 策   

2523 開かれた教育行政の推進 

●市民と協働した教育行政を推進するため、教育委員会会議や各種附属機関等の情報公開

を進めるとともに、各委員の公募、会議の開催情報や審議事項等の適切な公表等を通じて

開かれた教育行政を推進します。 

●多様な媒体を利用し、積極的な広報・広聴活動を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 

※1 （ソサエティ5.0）：サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステ

ムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する人間中心の社会のこと。例えば、大量な情報の中から必要な

情報だけをＡＩ（人工知能）が判別し、人間に提供するなど。 
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2624 確かな教育行政の運営 

●効果的な教育行政の推進を図るとともに、市民への説明責任を果たしていくため、「教育

に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価」を実施し、その結果を踏まえ一層の

業務改善に努めます。 

 

 

 

 

≪参考≫ 教育推進計画における施策を進める個別事業と 

教育委員会の事務に関する点検・評価報告書における「成果を示す主な指標」 

施策 23 

◉ 教育委員会だより「つなぐ」の作成 

 
施策 24 

◉ 北広島市教育施策審議会 

 

  

目標値

70.0%　「市、地域、大学が連携した活動の充実」の満足度（市民意識調査）
60.7％

（R6年度）

成果指標 現状値

目標値

―

成果指標 現状値

開かれた教育行政の推進「市民と行政との共通理解を深めるため、広報・広聴活動を進
めます。」（教育振興基本計画）

―

目標値

―

成果指標 現状値

教育委員会の事務に関する点検・評価報告書の作成
「教育委員会は、毎年、その権限に属する事務の管理及び執行の状況について点検及
び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公
表しなければならない。教育委員会は、その点検及び評価を行うに当たっては、教育に
関し学識経験を有する者の知見の活用を図るものとする。」（地方教育行政の組織及び
運営に関する法律）

―
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第 5 章 計画見直しの経過 

１ 教育施策審議会の開催 

令和 7年 3月 令和 6年度第 4回会議 

▶「北広島市教育振興基本計画（2021-2030）中間年度の見直しについて」 

市総合計画の中間年度見直し方針及び手法について、説明を行った。 

教育振興基本計画の中間年度見直しの考え方及び見直しの視点、見直しの手法につい

て、説明を行った。 

 

令和 7年 6月 令和 7年度第 1回会議 

▶諮問「北広島市教育振興基本計画（2021-2030）中間年度の見直しについて」 

▶「北広島市教育振興基本計画（2021-2030）中間年度の見直しに関する成果と課題報告

書（素案）について」 

中間年度の見直しについて、諮問を行った。 

前期計画での各施策による成果と課題を評価検証するため、成果と課題報告書（素案）

を説明し、意見書にて意見を求めた。 

 

令和 7年 8月 令和 7年度第 2回会議 

▶「北広島市教育振興基本計画（2021-2030）中間年度の見直しに関する成果と課題報告

書（原案）について」 

▶「北広島市教育振興基本計画（2021-2030）中間年度見直し版（改定素案）について」 

  委員意見をとりまとめ、成果と課題報告書（原案）を説明し、原案が承認された。 

  中間年度見直し版（改定素案）を説明し、意見書にて意見を求めた。 

 

令和 7年 9月 令和 7年度第 3回会議 

▶「北広島市教育振興基本計画（2021-2030）中間年度見直し版（改定原案）について」 

  委員意見をとりまとめ、中間年度見直し版（改定原案）を説明し、改定原案が承認され

た。 

 

 令和 7年 12 月 22 日～令和 8年 1月 20 日 パブリックコメントの実施 

  市民に広く周知を行い、意見を求めた。 

 

令和 8年 1月 令和 7年度第 4回会議 

▶答申「北広島市教育振興基本計画（2021-2030）中間年度の見直しについて」 

  中間年度の見直しについて、答申を受けた。  
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教育施策審議会委員 

氏名 所属等 

由 水  伸 学識経験者 星槎道都大学特任教授 

新發田 恵美子 公募 國學院大北海道短期大学部非常勤講師 

折 原 佐 織 社会教育関係者 北広島市文化連盟 

藤 根  収 学識経験者 星槎道都大学社会福祉学部特任教授 

藤 﨑 利 博 社会教育関係者 北広島市社会教育委員 

岩 﨑 愛 彦 学校教育関係者 北広島市小中学校校長会（西の里小学校） 

山 本 麻千子 学校教育関係者 北広島市小中学校教頭会（西の里小学校） 

 

２ 教育施策審議会による意見 

第 1章 北広島市教育振興基本計画（2021-2030）中間年度の見直しについて 

教育施策審議会からの意見や助言 

◆スポーツ部門が教育委員会から市長部局に移管されたことにより、学校現場におけるス

ポーツ活動業務の混乱が懸念されます。市役所関係部署との連絡調整と情報の共有など、

連携体制の維持を望みます。 

 

第 2 章 教育の動向 

教育施策審議会からの意見や助言 

◆教育をめぐる現状において、子どもの貧困は大きな課題と考えます。特に、ひとり親家

庭に限れば深刻な状況です。「誰一人取り残されない教育の推進」における「経済的状況

によらない質の高い学びの確保」に向けて、ひとり親世帯への教育支援と就労環境の改善

や生活支援など、包括的支援が必要と考えます。市役所関係部署間の連携強化を進めてい

ただきたい。 

◆デジタルトランスフォーメーションの観点において、学校における教職員の情報共有や

協働的な業務処理の効率化（教育ＤＸの推進）を進めていただきたい。 

◆不登校や特別な支援が必要な児童生徒や外国籍を持つ家庭など、学校現場では多種多様

な支援が求められています。今後もその数は増えていくものと予想されます。学校現場へ

の支援拡大を進めていただきたい。 
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第 3章 教育基本構想 

教育施策審議会からの意見や助言 

◆北広島市としての「ふるさと教育」を構想して、学校で共通して学べる教育課程ができ

たらと考えます。キャリアパスポートとしての夢ノートも、ふるさと学習のワークシート

にも広げられます。今後の対応を期待します。 

◆北広島市教育ビジョン・テーマを進める上での視点 2における「日本語指導の必要性」

については、学校現場での過度の負担にならないよう、教育機関全体としての体系的な対

応が不可欠です。学校生活に適応できる多言語による情報や案内の提供など、保護者支援

も含め、必要になると思われます。今後の対応を期待します。 

 

第 4 章 北広島市教育振興基本計画（2021-2030）中間年度の見直しについて 

教育施策審議会からの意見や助言 

◆【政策 1施策 3ほか】施策ごとに現状値と目標値が示されているのは、市としての方針

を示す上で良いことだと思います。学力向上推進事業や特別支援教育推進事業は現状値が

低いため、目標値を目指した具体的な施策が計画的に実施されることを期待します。加え

て、不登校いじめ対策・教育相談事業については、不登校に関連した現状値や目標値が示

されていませんが、全国的に増加傾向にある喫緊の教育課題として、実効性のある施策が

展開されることを期待します。また､教育環境の整備の観点にも反映されることを期待し

ます。 

◆【政策 1施策 5】特別支援教育の充実には、子ども一人一人のニーズに合った支援や指

導を行うことが求められますが、その前提となるのは正確なアセスメントです。アセスメ

ントは障害の有無の診断が目的ではなく、支援の方向性を明らかにするための大切なプロ

セスであることから、アセスメント体制の整備を進めていただきたい。 

◆【政策 1施策 6】姉妹都市・東広島市との交流やカナダ・サスカツーン市との交流な

ど、若い世代が現地でお互いに対面で様々な経験を共有することが、貴重な時代になって

いると思います。ネット上にあふれる情報ではなく、自分で発見し、深く考える機会を今

後も広げていっていただきたい。 

◆【政策 2施策 7】地域とともにある学校づくりは、地域の人材確保が必須です。地域の

ことは地域で対応できるような仕組みづくりが必要と考えます。 

◆【政策 2施策 9】学校ＩＣＴ環境の整備における学びの質の向上を目指した授業改善の

ためには、教育ＤＸの充実による個別最適な学びと協働的な学びのさらなる充実が図られ

ることが望ましいと考えます。 

 

  



66 
 

教育施策審議会からの意見や助言 

◆【政策 3施策 11】幼保小の架け橋プログラムの作成におけるスタートカリキュラム

は、「つくること」が目的ではなく、本来の目的である子どもの在り方を協議することが

大切です。今後の事業展開に期待します。 

◆【政策 3施策 12】不登校児童や人間関係での悩み、家庭環境の不安定さなど、多岐に

わたった悩みを抱えている児童生徒や保護者がいます。その際には、子どもサポートセン

ターやスクールカウンセラーなどの力が頼りになります。特に、スクールカウンセラーは

保護者の悩み相談など、「身近に相談できる人が学校に来てくれる」ということで、気軽

に相談できる場の一つとなっています。学校訪問回数の増など、事業の拡大を要望しま

す。また、スクールソーシャルワーカーが常時機能できる体制の確保のため、人員配置の

充実に期待します。 

◆【政策 3施策 13】インターネット利用に関する「親子のルールづくり」については、

青少年の健全育成に大きな効果があると期待します。施策に明示するなど、事業展開が必

要と考えます。 

◆【政策 4施策 16】レクリエーションの森の改修については、自然の魅力を発揮できる

ような施設の再整備を期待します。 

 

北広島市教育振興基本計画（2021-2030）前期 5年間を振り返って 

教育施策審議会からの意見や助言 

◆社会情勢の変化などに基づき、例えば、学校のＩＣＴ環境整備や冷房設備の導入など、

これまでにない変化と対応が求められ、ハード面での整備が大きな課題として挙げられて

きた 5年だったように思います。今後は、学校教育の喫緊の課題としての不登校やいじめ

対策、特別支援教育への対応など、ソフト面、ハード面やサポート体制づくり、地域とと

もにある学校づくりや高齢化による市民が生涯にわたって学び合える教育環境づくりに目

を向けた政策の展開と一層の充実に期待します。 

 

北広島市教育振興基本計画（2021-2030）後期 5年間に向けて 

教育施策審議会からの意見や助言 

◆Society5.0 の重要な 3ポイントの一つである「一人ひとりの多様な幸せの実現」まで

の道のりが、遠く感じられる昨今の情勢です。足元の課題を丁寧に拾って取り組んでい

く、誰一人取り残さない教育政策を期待します。 

◆社会情勢の変化や気象をはじめとした環境の変化などによって、教育をめぐる課題は刻

一刻と変化しており、そうした変化に対応する臨機応変的な対策も求められます。計画に

あることのみにとらわれることなく、必要な事項に柔軟に対応する取組を期待します。 
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その他 

教育施策審議会からの意見や助言 

◆北広島市のめざす人間像である「希望を懐く人、交流に励む人、成長に挑む人」が、市

の教育によって実現されているのかが気になります。実現に向けては、他地域や国際情勢

を気にしつつも、北広島市特有の自然環境や社会環境、人々の生き方などを考慮して、市

特有の教育が行われている必要があると考えます。八方美人的な手法ではなく、「目指す

人間像」がきちんと成り立つように教育手法を注視し、調整するコーディネーターのよう

な人間が必要なのかも知れません。教育施策審議会も含め、現状の意思決定のあり方を再

確認する必要があると考えます。 

◆小規模校の統廃合が進み、学校は適正規模で運営されているのを感じています。しか

し、クラス人数については、もう少しゆとりのある人数での編成ができないものかと心配

しています。特に、新入生では最大人数のクラスには児童にも先生にも余裕がなく、イン

クルーシブ教育などは求めようがないと思ってしまいます。教師も児童生徒も、ともに安

心していける学校の大前提として、クラス編成人数を基準以下にする環境改善や予算確保

が大切だと考えます。 

◆日本に在留する外国人の増加による地域社会の国際化の進行が報告されています。北広

島市の状況を把握して、教育に関する対応を進めていただきたい。 
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